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人類の歴史のほとんどの期間を通して、

「モビリティ」は、人が歩き､馬が疾走し､

牛が荷車を引き、または帆やオールで船

が水上を進む、というような速度で人や

物を移動させることを意味してきた。19

世紀に入り、蒸気機関が格段に早いペー

スでの物や人の移動に使われるようにな

った。19世紀末の石油燃料の自動車と、

20世紀初頭の飛行機の発明により、移動

の高速化や移動の高い融通性への機会が

開かれた。鉄道線路が進めないところに

も道路であれば敷設することができ、航

空機は着陸と離陸のための滑走路だけを

必要とする。

これらの技術革新の結果、20世紀はモビ

リティの「黄金時代」となった。旅行者

の数と物の移動量の双方は、かつてない

程の割合で増えた。20世紀が終わるまで

の間に、前世紀なら生まれた場所から

100キロ以内で全生涯を送ったような人

が、商用や観光で遠くの大陸へ旅するこ

とをなんとも思わなくなってきた。地球

の反対側から、原材料、加工品および食

料を広く調達できるようになった。この

20世紀のモビリティの拡大に、すべての

人々やすべての地域が等しく参画したわ

けではない。20世紀が終るにあたって、

豊かな国の平均的市民層は、距離が実際

上意味のないものであるかのように振舞

うことができた。だが、世界のもっと貧

しい国のほとんどの平均的市民は、未だ

に自分自身や自分の物を先祖がやってい

たのとよく似た方法で移動させていたの

である。各国内においてさえ、年齢層、

民族的背景や所得の違いによってモビリ

ティ利用の可能性は大きく違っていた。

国民１人当りの平均所得額の如何に関わ

らず、一般的にその国の豊かな市民は貧

しい人より移動し易かった。富裕層は、

このモビリティがもたらす利益（海外で

の休暇、混み合った市街地から離れた住

居など）を享受することができた。これ

らの人はまたモビリティに関わるマイナ

ス面（渋滞、汚染、交通事故による死傷

等々）をよりうまく避けることができた。

モビリティの増大は多大の利益をもたら

したが、またマイナスの結果も生み出し

た。このことは何も20世紀におけるモビ

リティの成長に特有のことではない。自

動車、列車や航空機が出現するはるか以

前から、モビリティの増大に対する欲望

が、人口密度の高い都市部の混雑と人口

問題をもたらして来たのである。馬や牛

が引いたり帆やオールで推進する乗り物

が関わる死傷事故もあった。しかし、20

世紀の後半においては、発展したモビリ

ティに起因する地域規模や全世界規模で

のマイナス結果がいくつか明白になって

きたのである。

何億もの内燃エンジン駆動の自動車が生

み出す汚染が、ますます多くの都市にお

ける大気の質を劣化させ始めた。輸送機

関を動かすための燃料の探索、採掘、輸

送および精製による環境への被害が増大

し始めた。人間や貨物を遠隔地に運搬す

る航空機の騒音が何千万もの人々の平穏

を妨げるようになった。そして、20世紀

が終わる前に化石燃料の燃焼から排出さ

れる二酸化炭素（この大きな部分は輸送

に関わるものだが）が、地球の気候に影

響していることが一般に認識されるよう

になってきた。

20世紀後半になって、途上国でこれまで

にない規模の都市化、および先進国にお

ける多くの都市の郊外化の双方が見られ

るようになった。途上国のいくつかの都

市は、一夜にして、馬、荷車や自転車の

時代から自動車とジェット航空機の時代

に飛び移ったように見えた。このことで、

ますます多くの人が輸送機関に関わる汚

染、混雑、騒音および事故に曝されるよ

うになった。このことはまた世界のエネ

ルギー需要を大きく拡大した。郊外への

移住は先進国の多くの既存都市の中央部

を空洞化した。人々が汚染や混雑から逃

れることを求めたからであるが、逃れた

郊外でまた汚染と混雑に遭遇しただけだ

った。
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持続可能性の種類

20世紀が終わって、ますます多くの人

が、20世紀の後半を特徴付けてきたこ

のモビリティの顕著な傾向をこのまま

持続していけるのか疑問を持ち始めた。

実際のところ、「持続可能性」という言

葉が、あらゆる種類の輸送問題に関連

して聞かれ始めるようになった。

「持続可能なモビリティ」という言葉は

聞く人によっては違った意味に取れる

言葉である。WBCSD（持続可能な発

展のための世界経済人会議）は「持続

可能なモビリティ」を「現在や将来に

おける他の人間や生態系の基本的価値

を犠牲にすることなく、自由に移動し、

目的地へ到達し、連絡を取り、交易を

し、関係を樹立するための社会の必要

性を満たす能力」と定義している。こ

の定義はモビリティの社会的側面を強

調している。しかし、多くの人にとっ

て、「持続可能なモビリティ」という言

葉はもっと平凡な懸念、すなわち、現

在の社会が依存するようになったこの

輸送システムは、将来もモビリティの

必要性を満たせるように機能し続ける

ことができるのだろうかという懸念、

を表わすものである。

• 乗用車や商用車は増え続けること

ができるのだろうか？

• 道路は、増加する乗用車台数、お

よび伸び続ける貨物量を輸送する

ため必要になると思われるトラッ

ク台数の増加を受入れることがで

きるのだろうか？

• 既存および計画中の空港の能力

で、急速に伸び続ける航空旅行か

ら予測されるフライトの増加を受

入れることができるのだろうか？

• 空間、特に西ヨーロッパや北米東

部地域の上空は大きな数の航空輸

送を受入れることができるのであ

ろうか？

• これらすべての乗用車、トラック、

バスと航空機を動かすための燃料

は調達できるのだろうか？

ここでは、こういった事項を「運用上

の持続可能性の問題」と呼ぶことにす

る。

またここでは、WBCSDの定義に反映

されているもっと幅広い関心事を「経

済的、社会的および環境的持続可能性

の問題」と呼ぶことにする。

• たとえ、輸送システムを、社会が

課す負荷量の増大に対応するよう

に設定できるとしても、われわれ

はそれから生じる結果を受け入れ

ることができる（またはそれを望

む）のであろうか？

• 先進国および途上国双方の都市部

は増え続ける渋滞と排出物を処理

することができるのだろうか？

• われわれには、混雑を緩和するた

めに必要となるインフラを建設し

維持する資金があるのだろうか、

また、その建設をいとわないので

あろうか？

• 個人用自動車の使用増加は、買う

余裕があって運転するものにとっ

てはより大きな個人的モビリティ

をもたらしているが、それが貧し

い人、老人やその他の人々から仕

事場への通勤、友人への訪問、低

廉な価格での必要品の購入、必要

な医療の機会を奪ってきたのでは

ないだろうか？

• 増加する車輌台数に必要な石油の

探索、採掘、輸送と精製に要する

経済的および環境的コストをわれ

われは負担していけるのだろう

か？

• 地球の海洋と大気は、多大な数の

人間と物品の量を輸送する副産物

として生成される汚染の増加を吸

収し続けることができるのだろう

か？

「運用上の持続可能性」に関する疑問は、

それが個々の人に影響を与えるためモ

ビリティに大きく集中している。輸送

システムは、人々が期待しているよう

に機能し得るであろうか？自分は仕事

に行けるのだろうか？自分は遠くの都

市での仕事の約束場所に行けるだろう

か？自分が待っている小包は時間どお

りに届くのだろうか？

これに対して、「経済的、社会的および

環境的持続可能性」に関する疑問は、

多くの場合それが個々の人にどのよう

な影響を与えるかの含みはあるにせよ、

モビリティがより広い社会へ及ぼす影

響にもっと多くの焦点を合わせている。

この地域共同体の人たちが（自分を含

めて）病気になるほど自動車の排気ガ

ス放出がひどくなってきているのでは

ないか？ 自分たちの社会は、自動車に

依存しすぎているため、運転できない

老人（歳を取れば自分も含まれる）は

必要な場所に行って人に会うことがで

きないようになるのでないか？ 温室効

果ガスの排出による地球気候への影響

が人類（自分の子供と孫を含め）に危

害を及ぼすことになるのでないか？

これら2つのタイプの持続可能性の懸念

とも、21世紀に入っても、モビリティ

がわれわれの生活の中で果している不

可欠な役割を反映している。われわれ

はモビリティなしでは生活できない。

しかしそれがもたらす結果を受け入れ

ていけるのであろうか？今日われわれ

が必要とし、将来必要と思われるモビ

リティは利用可能なのであろうか？こ

のモビリティに関わる経済的、環境的

および社会的コストは耐えていけるも

のであろうか？モビリティが本当に持

続可能であるためには、この双方のタ

イプの質問に対する回答が共に「イエ

ス」でなければならない。

Mobility 2001 ― 脈を診る

2000年に、WBCSDの参加企業数社

は、20世紀の終わりにあたって世界の

モビリティの「脈を診る」ことを決め

た。これら企業は、様々の地域で人々

や物品の移動が実際どのようになって

いるか、そのモビリティがどのように

変化しつつあるか、また、モビリティ

が持続不可能となる恐れの程度 ― また

は、実際のところすでにその点に到達

してしまっているのかどうかを知りた

かったのである。
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モビリティが依存している輸送機器や

燃料を供給することは、世界中の何百

万もの人々の重要な職業となっている。

また、数百万以上の人々がこれら機器

のサービスと保守を行い、もしくはそ

の運転をしている。モビリティは世界

最大の産業であり、ほとんどをたった

一つの原材料―石油、によるエネルギ

ーに頼っている産業である。事実上今

日のすべてのモビリティは石油の継続

的供給に依存しているが、この依存は

無限には持続可能なわけではない。

2000年に最初の会議に参加した

WBCSD加盟企業は、自分たちのよう

な企業が、どのようにしてモビリティ

を持続可能にすることを確実にし得る

のかを知ろうとした。これら企業がこ

の質問に真剣な関心を持っていたのは、

彼等自身がモビリティ産業で世界最大

級の企業だったからである。彼ら企業

の長期的な生存は、モビリティが持続

可能であることにかかっている。

この報告書、Mobility 2001は、これ

らのメンバー企業の代理として

WBCSDにより研究委託されたものだ

が、メンバー中には世界10大企業の中

の6社が含まれていた。この報告書はマ

サチューセッツ工科大学およびチャー

ルズ･リバー･アソシエイツの研究者チ

ームが作成したもので、特定の時点

（20世紀末）での状態を反映させるこ

とを意図したものである。だが、ここ

で提供する姿はその時点だけのもので

ない。モビリティおよびそれを持続さ

せるための課題のような複雑な事象は、

問題の歴史や先進国と途上国を通して

のモビリティをめぐる歴史の多様性が

わからなければ理解できるものではな

い。このストーリーには人類最大の構

造体、すなわち都市と輸送システムが

関わっているので、ここで取り上げる

根源的な問題はさらにこの先数十年に

渡り継続するものとなろう。モビリテ

ィを2030年までに持続可能な姿にす

べきとすると（この作業を支援してい

るWBCSD加盟企業が言明している目

標である）、最終的に必要な変化を生み

出すための手立てにほとんど今すぐ取

り掛からなければならない。

モビリティとその重要性

モビリティはアクセス可能性を向上さ

せるための第1義的な手段である

概して、人々はアクセス可能性（「特定

の空間点から、欲する社会的および経

済的活動点に到達できる容易さ」（US

DOT、BTS 1997a、136p））を向上

させるために自分たちのモビリティ増

大を求める。距離がアクセス可能性の

障害となる。距離が、仕事をし、買い

物をし、医療を受け、学校に行き、商

取引をし、友人や親類を訪問する場所

と家庭とを切離している。距離が、企

業をその原材料資源、その市場、およ

びその従業員から切離している。モビ

リティは人々が距離を克服することを

可能にする。

モビリティだけが唯一のアクセス可能

性を向上させる手段ではない。諸活動

の空間的配置を変更して、克服しなけ

ればならない距離を短縮することによ

ってもアクセス可能性を向上すること

はできる。「到達する」ことが必ずしも

特定の物理的場所への移動を意味する

必要はない。人は電話で他の人に「到

達する」ことができるし、種々の情報

通信技術でアクセス可能性を高めるこ

とができる。しかし、与えられた空間

的活動配置、および与えられた情報通

信技術レベル範囲内では、アクセス可

能性の向上は一般的にモビリティの向

上と関連付けられることになる。

輸送のそれぞれの形態は、異なった状

況で異なったレベルのモビリティとア

クセス可能性を提供する。自動車と飛

行機について考えてみよう。都市にお

いては、自動車が最高度レベルのアク

セス可能性を提供する。自動車ユーザ

ーは定められたスケジュールに合わせ

なくても良い。何時でも望む時間に出

発できるし、通常、目的地までのルー

トを選択できる。これに対して、数百

マイルを超えて離れた都市間の移動に

は、航空機が最も高いレベルのアクセ

ス可能性を提供する。ここでは自動車

固有のより高い柔軟性は、航空機の持

つより一層早い速度の影にかすむこと

になる。

しかし、モビリティにはそれ自体が望

まれているものがある

おおかたのモビリティは、それがアク

セス可能性を向上させてくれるから望

まれているのであるが、ある種のモビ

リティは、それ自体を目的として望ま

れているように見える。なぜ、人々が

そのアクセス可能性への基本的必要性

を超えてまで移動するのかについては、

哲学的議論をすることが可能であろう。

しかしそういう人々が現にいることは

争えない。人々は新しい場所を見たが

る。人々は他の人がどのように生活し

ているのかを知りたがる。時によって

は、ただ「家から外出」したいだけの

こともある。

人々は旅することを好むばかりでなく、

どのように旅するかにも関心を持って

いる。人々は、航空機、列車や巡洋航

海船の中での快適さのために最少費用

を超える額を払う。人々は単に自動車

の購入のためだけでなく、自分が欲す

る特質どおりの自動車を購入するのに

大枚の金額を払う。そういった自動車

が市場で売られていなければ、特注仕

様にするために金を使うこともする。

そこでモビリティは（移動をする量と

移動を行うやり方双方について）単な

るアクセス可能性以上のものを提供す

ることになる。またこれは人々の個性

とステータスを反映するものでもある。

なぜこうなるのか？ ある人は、広告を

出して「作為的に欲望を作り出してい

る」と自動車産業や旅行産業を非難す

る。しかし、なぜ人々が「真の必要性」

を超えてまでモビリティに費消するの

かほんとうのところわれわれには良く

分かっていないというのが簡明な事実

である。このことはうまく設定された

客観的な調査をすれば必ず回答が得ら

れるはずの課題であろう。

モビリティはわれわれの居住パターン

を形成し、また居住パターンによって

形成される

また、モビリティはわれわれの居住パ

ターンを形成する。何世紀にも亘り、

輸送は遅いものでその能力は低かった

が、このことは、人々が、様々な機会

に出会う場所の近くに住んでいた場合



だけ、その機会を利用できたことを意

味する。陸路の旅は遅く危険であった。

軽くてコンパクトな物品だけを長距離

輸送することができた（香料、金や絹

などはその典型的な例である）。船はも

っと多くの品物を運ぶことができ、多

くの場合、港への接近手段の如何によ

って都市の場所と豊かさが決まった。

しかし、水上での移動、特に海上移動

もまた遅く危険なものであった。長距

離での交易はほとんどなく、それを引

き受けたものは大きなリスクを負った。

概していえば、定常的に相互交流する

場合には、お互いに近接した所に住ま

なければならなかった。

技術の進展によって移動速度が向上す

ると、近接していることの重要性はい

くらか薄らいできた。人々や企業は、

より広いスペースやより高いアメニテ

ィのような、他の面で望ましい地形や

建物の特質のためには、「近さ」を放棄

することを望み、それができるように

なった。近さの重要性を減らすために

多くのフィードバック･プロセスが組み

合わせて行なわれた。すなわち、産業

革命が、高速度の輸送システムの開発

を可能にした。続いて、これらのシス

テムがより大規模な工業施設のための

選択区域を広げ、遠隔地の原材料入手

源への比較的迅速なアクセスを提供す

ることによって産業革命をさらに促進

した。

今日では二つの支配的現象が人間の居

住パターンを形成している。その第一

のものは都市化 ― 人口が都市に集中す

る傾向である（図1参照）。その第二は

分散化 ― これら同じ都市区域が、一般

的に全体的な人口増加よりも速い割合

で、都市中央部の正味人口密度の低下

をもたらしながら、外側に拡大してい

く傾向である（表1参照）。

これらいずれの現象も、モビリティの

増大がなければ起こり得なかったであ

ろう。

モビリティ･システムは、都市内のアク

セスを多かれ少なかれ可能にし、地価

と様々な用途に対する各地域の魅力を

変動させるので、都市の成長に重要な

面で影響を与える。多くの場合、輸送

機関への投資は新しい地域の開発に道

を開く。先進国と途上国に共通な例と

して都市周辺部の幹線道路があり、こ

れが既存の都市中核から周辺部への郊

外化を促進する。

人口が都市の周辺部へ移動するにつれ、

多くの場合、郊外の通勤者が都市中心

部の仕事場へ通いやすくするため、大

容量放射状の都市高速道路が建設され

る。住民に引き続いて他の活動も移動

し、先進国、途上国双方で見られるよ

うな周辺都市が生み出される。低廉な

地価および個人用自動車での容易なア

クセス可能性によって、ショッピング

センター、スーパーマーケットや大型

スーパーおよびモールの建設が可能と

なり、これらが、一つの場所でいろい

ろな種類の店での便利な買い物を、無

料駐車場や他の娯楽施設付きで提供す

る。

周辺部の住民および経済活動の増加に

つれて、各周辺部間の交通量もまた増

加する。このことが、周辺部間の移動

を容易にするための環状道路の開発を

助長する。（これらの環状道路は交通量

が都市の中心部を迂回するための役割

も果す。）このような道路の建設は、土

地の利用がしやすいので、都市内部に

施設を建設するよりも容易で費用が安

い。これら道路インフラの条件整備が

住居や企業の郊外再配置を再び加速す

る。これらの道路が、（従前の土地使用

パターンに基づいて）20年以上経たな

ければ生じないと予測された交通量を、

開設されてから数年以内に支えている

ことは珍しいことではない。

モビリティは経済的発展を可能にする

アダム･スミスは、生産の特化がいかに

コストを低減し、入手できる商品の多

様性を増すことができるかを述べなが

ら、「分業の進展度は市場規模に制限さ

れる」と書いている（Smith、1776）。

生産分業の最も大きな障害の一つとな

ってきたのはいつでも輸送コストと困

難さであった。スミスは、生産分業は

都市においてだけ実施できると述べて

いる。遠隔地の農村部では、それぞれ

の家族単位が、自分たちの生存を支え

るために必要なほとんどすべての仕事

を実施可能でなければならなかった。
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図1　世界人口の増加、1950年～2030年（単位：億人） 

1950年 1975年 2000年 2030年 
総人口　25.2 総人口　40.7 総人口　60.6 総人口　81.1

途上国都市部 

途上国農村部 

先進国都市部 

先進国農村部 

出所：国連（2001） 
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特殊技能に対する需要は十分になく、

誰も自分の仕事を特化するゆとりなど

なかった。

しかし主食糧の信頼できて安価な輸送

方法が可能となるまでは、都市が存在

することはできなかった。それができ

てやっと人々は、自分たちの居住場所

の農業に対する適不適に関わらず、自

分たちの食料を自分たちが育てないと

いうリスクを冒すことができるように

なったのだ。

また輸送能力が、都市がどこまで大き

くなれるかを決定した。古代ギリシア

の平均的都市の人口はわずか10,000

程度であったと言われている。この人

口が、これら都市間とそのすぐそばの

後背地をつなぐ輸送システムが養える

最大数であった。だが、古代ローマ市

の人口は約1,000,000まで増加させる

ことができた。というのはローマ人は

大きな容積の（当時としては）船を使

ってエジプトから大量の穀物を輸送す

ることができたからである。またロー

マ市は（水道管を使って）水の輸送や

（下水道を使って）廃棄物の処理をやり

遂げた。

安価で信頼できる貨物輸送手段は、も

しそれがなければ（遠隔地にある低品

質の鉄鉱石の堆積物のような）無価値

な物質を価値ある資源に変えてきた。

実際のところ、人や物のモビリティこ

そが現在のグローバル化経済を可能と

したといっても過言ではない。様々な

貿易障壁の撤廃といった制度上や政治

上の変更はグローバリゼーションのた

めに必要ではあったが、20世紀後半を

特徴付ける人と物のモビリティの向上

が無かったならば、そういった変更も

無意味な徒労になったことであろう。

貿易を増大させる方法も無かったこと

であろう。

ある人は、グローバリゼーション自体

は「価値」ではなく、全体的に見て何

らかの正味利益をもたらすだけもので

あると主張する。グロバリゼーション

の結果が及ぶ範囲やその望ましさにつ

いては確かに議論の余地はあるが、高

質で能率的な貨物輸送システムが持続

可能な発展を促進してきたことを認識

することが大切である。実際、もし仮

に貨物輸送システムの効率がもっと悪

くて、人々が自分たちの商品の市場を

見出したり遠隔地からの製品を購入す

るために、世界市場を対象にすること

ができなかったとしたら、あらゆる人

の生活水準が損なわれることになるだ

ろう。世界中の貧困者がより苦しむこ

とはあっても、救済されることはない

だろう。飢餓や疾病が増加することは

あっても、減少することはないだろう。

人々が外の世界から輸入できない物品

を獲得しようと苦闘するので、途上国

での環境破壊が増加することはあって

も減少することはないであろう。

情報通信とモビリティ

すでに記したように、情報通信システ

ムは確かにアクセス可能性を容易にす

るが、しかし、それがモビリティに置

き換わるものか、モビリティの質を向

上させるものか、はたまた、モビリテ

ィを補うものなのかははっきりしない。

多くの人々が、情報通信はモビリティ

の替わりになると考えている。この線

東京 

ニューヨーク 

パリ 

ロンドン 

デトロイト 

サンフランシスコ 

ワシントンDC 

メルボルン 

ハンブルク 

ウィーン 

ブリズベーン 

コペンハーゲン 

アムステルダム 

チューリッヒ 

フランクフルト 

表1　選択された大都市圏の人口増加（1960年～1990年） 

1980～1990年の年度変化率 1990年のデータ 

大都市区域  人口(千人) 面積(km2)
人口密度 
(人/km2) 人口 面積 人口密度 

出所：Demographia(2001) 
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公共交通機関はなぜ市場シェアを失うのか ― 望ましいモビリティ特性に向けての第一歩

個人所有の自動車を指向し、「従来型」の（バスや地下鉄のような）公共交通機関への依存から離れるというほとんど共通則といっても

よい傾向がある。図2は先進国の選定した都市での1960年から1990年までの傾向を示したものである。この現象を説明するために

様々な説が出されている。米国には、公共輸送の衰退は組織的な｢陰謀｣の結果だと言っている人もいる。他の人は、悪いのは人口低密

度地域への住宅配置への「不当な助成」によるものだと述べている。

それぞれの輸送システムが、様々なモビリティの特質を提供する能力についてどのように異なっているかを理解すれば、もっと簡単で

（そしてもっと悪意のない）説明ができる。またこれを理解すれば、個人所有自動車と効果的に競争するために「従来型でない」公共輸

送が必要とする特質を明らかにするための助力となる。

個人用自動車の群の増大は、これらの車が提供するモビリティの利点と質の高さに直接由来するものである。これらが持つスケジュー

ルと行先の選択に対する本質的な柔軟性と共に、自動車は、自動車モビリティから得られる他の可能な限りの利点を提供している。こ

れらの利点（移動の時間選択、移動の際の快適さおよびステータスと威信）は「機能的」モビリティとはまったく関係がない。

多くの場合、個人レベルでの移動でその主要な誘因と考えられているファクター、すなわち移動時間の選択、現金支出の比率の面にお

いて、自動車は、多くの場合他の輸送形態に勝っている。加えて、個人用自動車は、消費者にとって重要な他の特質も備えている。例

えば、（駐車能力の制限による不自由さはあるにせよ）たいがいの場合、個人用自動車は、最小限の歩行と待ち時間で出発地から行先ま

での完全サービスを提供できる。また自動車での移動は、スケジュールとルートの完全な柔軟性をも提供してくれる。特に、一つまた

は複数の中間立ち寄り地点のあるルート設定ができるので、一回のつなぎ移動で、途切れを最少化して複数の目的を果すことができる。

例えば、自宅と仕事場の間の通勤途上で、子供を学校に降ろしたり、買い物をしたり他の個人的な用事をしたりすることもできよう。

最後に、個人用自動車は一般的に快適さと便利さにおいてもより優れたレベルを備えている。

しかしながら、多くの場合、消費者にとって個人用自動車の価値は実用性以上のものがある。ほとんどとまでは言わないが、今日の多

くの社会において、個人用自動車は、中産階級に到達したことを象徴するものであるばかりでなく、間違いなく、より巾広い就職を可

能にしたり、モールでの買い物といった中産階級生活の｢象徴｣の主役を務めることを通して、中産階級にとって「上手くやって行く」

ための道具としても使われている。

個人用自動車の特質と従来型の固定ルート、固定スケジュールの公共交通機関の特質を対比してみると印象深い。はじめに、多くの移

動において公共交通機関は選択肢の対象にすらできない。それがある場合でも、ユーザーは出発地と行先双方に便利な停留所を見つけ

る必要があり、到着するまで車輌を待っていなければならない。理想的な状況では、輸送サービスが時間通りに走り、ユーザーが十分

なスケジュールの柔軟性、および、待つのに費やす時間を最小にするための知識や情報を保持している。しかし、こういう条件がいつ

も揃っているわけではなく、サービスが信頼できずに長い待ち時間になることもある。ピーク時間外にはサービスが少ないこともある

し、深夜にはサービスがまったくないこともある。

こういった理由により、従来型の公共交通システムは、高水準の移動需要が比較的狭い地域に集中している所、またははっきり定めら

れた幹線道路沿いで、また、アクセスの難しさを最小限にした環境で、多数のユーザーに効率的でコスト効果の高い運行を提供でき、

受け入れられるような水準のサービスで使うのがベストである。こういった基準に一般的に合致している地域の中には、都市の中心部

と、中心部と郊外の間の高密度幹線道路がある。実際のところ、予定するサービス地域がこれらの基準に合致しない限り、高い固定費

を伴う公共交通施設への投資（都市鉄道に必要なインフラ整備のような）が、いっさいの合理的経済投資基準に適うことはありそうに

ない。同様に、そういった状況では、公共輸送システムからの運賃収入が、運行コストの大きな部分をまかなえることもないであろう。

豊かな社会で公共交通機関がモビリティに関わる多くの必要性を満たす難しさを考えれば、所得の増加に伴い、モビリティ（とアクセ

ス可能性）提供側の中でそのシェアが低下していくのを見ても意外なことではない。１人当りGDPが年間5,000米ドル近辺に達する点

に所得が上昇するまでは、この数値に近づくにつれ自動車モビリティ（自動車の入手と使用）が出現し始めはするが、モビリティは主

に公共輸送交通の使用増加によって拡大する。この所得レベルを超えると、主に個人用自動車の使用の増加によってモビリティが増大

し、多くの例では公共交通機関は凋落して、そのことによりさらに自動車使用の増加が進展する。

ここでの議論では、なぜ、個人用自動車と使用者獲得を競う上で、公共交通機関の能力が都市の形態変化による個人用自動車の拡大の

影響を受けてさらに低落していくのかの説明をする。特に、自動車の入手と使用の拡大により生じた郊外化の拡がリは、従来型の公共

輸送機関がサービスすることは不得手とする土地使用のパターンと活動を創り出す。すなわち、特定的に高い需要密度が得られる（出

発地－行先地）の組合せや幹線がなく、地理的に分散した多くの出発地と行先地の間での拡散した需要パターンである。

土地使用のパターンで自動車使用の急拡大を先取りしている所を除いて、都市圏での公共交通システムは、十分なシェアを確保するた

めには、自動車が備えるモビリティ特質にもっと伯仲して対抗できる方法を見出す必要があろう。これらの特質がどのようなものであ

り、従来型と違った様々な交通輸送機関を使って、どのようにすればそれらの特質を提供できるかを理解することが、最終的に社会か

ら個人用自動車使用の低減を可能ならしめるための第一歩である。― もしそれを望んでいるのならば。
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図2　自動車による移動の割合は全体的には減少している 
 

出所：Kenworthy and Laube（1999） 
注記：ワシントンとデトロイトは1970年と1990年比；チューリッヒとウィーンは1980年と1990年比；他は1960年と1990年比 
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距離当り乗員数の割合 

に沿って考えれば、人々の移動は（そ

しておそらく特定の物品も）情報通信

技術の進展に伴ってだんだん必要がな

くなってくることになる。電子メール

は手紙の配達に置き換わることになろ

う。世界規模情報システム（WWW）

が新聞や雑誌と置き換わるであろう。

在宅勤務が実際の通勤に置き換わるだ

ろう。多分そうなる。しかし最近の広

告にあったように「コンピュータが小

包を配達したのを見たことがあります

か？」ということもある。モビリティ

なしに高度のアクセス可能性を達成す

るのは、この情報化時代における他の

展望、ペーパーレス･オフイスを実現す

るのと同様に困難なことかもしれない。

情報通信技術によって、知識、アイデ

アおよび情報の電気伝送が究極的に人

間や物の物理的輸送に置き換わること

ができるかどうかは、情報通信サービ

スの質とそれが提供するモビリティの

質の双方にかかっている。eメールは明

らかに従来の郵便に置き換わりつつあ

る。これは読めて複写のできる文書を

即時に提供し、しかもそのコストは

（必要設備を整えた後は）標準郵便の一

部の割合でしかない。電子署名や信頼

できて安全な電子支払いシステムがで

きれば従来型の郵便はさらに縮小して

いく可能性が高い。しかしeメールは特

別なケースであろう。在宅勤務は珍し

いものでなくなりつつあるが（最近の

予測［Switkes and Roos,、2001］

では2002年までには1,500万の米国

労働者が、なんらかの形で在宅勤務で

就業している可能性があると言われて

いる）、しかしかなり多くの場合、人が

職場に実際に存在する替わりとして受

入れられる程の仕事はできない。企業

ではテレビ会議がますます使われるよ

うになっている。しかし、顔を合わせ

ての会議の中でのわずかなシェア以上

の替わりを務めるには、かなりの程度

その質を改善しなければなるまい。要

約すれば、情報通信技術が、モビリテ

ィに対する実質的な代替や実質的な補

完手段になるかどうかにはまだまだ疑

問が残っている。

モビリティと持続可能性

前述したように、WBCSDは「持続可

能なモビリティ」を「現在や将来にお

ける人間や生態系の他の基本的価値を

犠牲にすることなく、自由に移動し、

目的地へ到達し、連絡を取り、交易を

し、関係を樹立するための社会の必要

性を満たす能力」と定義している。要

約すれば、モビリティが持続可能であ

るためには、改善されたアクセス可能

性からの利益で埋め合わせられる以上

の社会的、環境的および経済的な安寧

の阻害を回避しながら、アクセス可能

性を向上させなければならないという

ことである。このことは、モビリティ

の持続可能性のいっさいの評価にあた

っては、アクセス可能性の向上に対す

る効果に関する判断だけでなく、関連

するいっさいの社会的、環境的および

経済的安寧の阻害の程度とそれがもた

らす結果についての判断も含めなけれ

ばならないことを意味している。



このような判断をするために必要な情

報をまとめる一つのやり方として、指

標を二つのカテゴリーに分けることが

ある。すなわち、社会的に増大するの

が好ましいと思われる指標と低減させ

るのが好ましいと思われる指標の二つ

の範疇に分ける。前者の増大は、シス

テムがモビリティに関する重要な価値

を提供するのに成功している（各人の

アクセス可能性を向上させる、企業が

消費者に手頃な製品やサービスを提供

できる）ことを表わすものとなろう。

後者の指標の低減は、システムが社会

的、環境的および経済的安寧の懸念と

なる傾向を軽減するのに成功している

ことを反映するものとなろう。これら

の傾向には、気候変動、資源の枯渇、

また、生産性を阻害し、社会的安定へ

の脅威となる渋滞のレベル、大気汚染

から生じた公衆衛生問題、生態系の崩

壊、その他が含まれている。一般的な

経験則として、最初の方のセットの指

標が増大し、2番目のセット指標が低減

するほどモビリティはより持続可能な

なものとなる。

増大すべき指標

モビリティ手段へのアクセス

距離がアクセス可能性への障害となり、

モビリティは距離を克服するための能

力である。前述したように、モビリテ

ィだけが物品やサービスを入手するの

ではない（情報通信はもう一つの方法

である）、しかし、間違いなく、モビリ

ティは人々にとってアクセス可能性を

達成するための重要な手立てである。

しかしモビリティもそれ自体へのアク

セスを必要とし、コストや場所がこの

ための障害となることがある。すでに

述べたように、個人用自動車は一般的

に最も柔軟なモビリティを備えた手段

である。しかし、世界の多くの場所で

は、そういった車輌の購入、車庫、保

守および運転コストは人口の大多数の

資力を大きく超えている。このような

人々は歩行し、自転車や自動二輪車を

使用し、もしくは様々な形態の公共交

通機関に頼らなければならない。自転

車はその行動範囲と運べる重量が限ら

れている。自動二輪車になるとこの二

つの面での限界はもっとましになるが、

まだまだ高価である。公共交通機関は、

一般には経済的経常出費としてはより

少なくなるが、多くの場合、利用でき

る場所に行くのに手間がかかり、比較

的質が悪く融通の利かないサービスし

か提供してくれない。

これらの様々の次元のどれかを、ある

いはすべてを改善することによって、

柔軟性があり手頃な価格のモビリティ

手段へのアクセスを達成することがで

きる。いろいろな種類の動力付き車輌

のコストを下げることはこのような改

善への道の一つである。公共交通シス

テムの融通性とそれへの到達の手間を

改善するのももう一つの道である。融

通性と低コストを組み合わせた新しい

輸送手段を開発するのがその三番目と

なる。

図3は、年度1人当りの輸送量を、世界

の地域別に分けて示している。これら

のデータにはバス、鉄道、自動車およ

び航空機による移動だけが含まれてい

る。非動力輸送方法や二輪、三輪の動

力付き車輌（これらはすべて、世界の

場所によっては主要な役割を果しては

いるのだが）は、含まれていない。こ

れらのデータは、1人当りの使用量で米

国がずば抜けて高い値を示し、これら

の地域間でだいたい上下24倍位の違い

があることを示している。西ヨーロッ

パおよび太平洋のOECD加盟国（主と

して日本）は、米国の割合の約半分で、

だいたい同程度の1人当りレベルであ

る。

図4は、輸送形態別のシェアを示してい

るが、これもまた地域によって大きく

違っている。鉄道使用（都市間および

都市圏双方）は特に太平洋地域の

OECD加盟国で高く、バス使用は欧州

で高い。しかし、自動車の割合は、左

から5つのうちの4地域と太平洋アジア

を除いて、それぞれの地域と世界全体

平均の移動距離の少なくとも50％を占

めている。北米では、全旅客輸送量

（人・km）の80％を超える割合となっ

ている。

アクセスの公平性

個人的に所有される自動車への輸送依

存の増大は、そういった車に対するア

クセスを持てない人は、仕事やサービ

スを得るための能力に重大な不利益を

被る可能性があることを意味する。都

市圏の従来型公共交通機関の限界は、

個人用自動車の増大に合わせて、ます

ますこのリスクを強める方向になって

いる。特に、このリスクに弱いのは、

老人、貧困者、障害者および青少年層

のようなグループである。

特にこのことに関して述べておかなけ

ればならないのは老人層のニーズであ

る。先進国では、老人層の絶対数が急

速に増加しており、人口構成の比率も

同様である。こういった人々は引退し

てから何十年も健康で独立していて、

相当なモビリティを必要とする活動的

生活を送ることがある。免許交付にあ

たっては安全上の問題を検討しなけれ

ばならないが、多くの人が運転を継続

することになろう。歳を取るにつれて、

多くの老人が、自分たちの地域社会を

移動したり、必要なサービスや施設に

アクセスする際に、輸送システムを使

う上で肉体的な、経済的なあるいは他

の障害を経験することが多くなってく

る。そこで老人層の中にはいろいろな

範疇の使用者が出てくるが、しかし、

ほとんどの老人は、十分に整備された

公共交通ネットワークを自分たちの移

動の主要システム、またはバックアッ

プ・システムとして使うことによる利

益を享受できるだろう。

適切なモビリティ･インフラ

不適切なインフラは、特に途上国にお

いて、持続可能な経済および社会開発

を大きく阻害する。広範囲に亘る旅客

用鉄道ネットワークはアジアとヨーロ

ッパにしか存在せず、途上国の一般道

路の状態は、先進国のものと比べては

るかに遅れている（表2参照）。

都市内および都市間連結道路の収容力

不足がしばしば深刻な問題となる。道

路ネットワークの基礎的連結性が不充

分であり、重要な人口集中地や経済的

活動センターが国内の他の地域と貧弱

な状態でしか連結されていない。ある

場合には、橋梁のような特定の個別施

設がなく、その代りにフェリーのよう

8
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なもっと便宜性の低い代替手段が使わ

れている。多くの道路インフラの質は

良くない、これは元の設計と建設工事

の不充分さ、過積載のトラックの不適

正な管理、気候状況の苛烈さ（高熱、

大雨や過酷な凍結と溶解のサイクル）

や保守の怠慢によるものである。

低廉な貨物輸送

都市の人口が増えるにつれ、原材料や

半製品を採掘場所や処理場所から移動

し、また完成品を市場に出荷する必要

性が高まってくる。これらの貨物運送

システム無しに都市は存在することが

できず、また農村部の人々もそれがな

くては自分たちの商品の市場を見出す

ことができない。しかしながら、貨物

の量と貨物の運搬車輌は世界の多くの

地域で非常に大きくなってきて、わず

かなインフラ容量を競って取り合って

おり、また大気汚染の主要原因ともな

っている。電子取引の成長は、電子的

に注文された商品を迅速に、効率的に

引き渡す能力にかかっている。ジャス

トインタイム製造は、似たような要求

条件を設定している。世界に存在する

貨物輸送のシステムの多くは、それぞ

れの時代に、現在とは大きく異なる要

求条件に合致するように建造されたも

のである。

低減すべき指標

渋滞

個人のモビリティは、個別ベースで、

比較的短期間に向上できる。例えば、

所得が制約条件にならない場合は、今

まで歩行や自転車を使っていた人々は、

自動車や自動二輪車のようなもっと速

い形態を使って移動することを選択で

きる。個人のモビリティへの需要の増

加の結果として、インフラへの需要が

急速に増大する可能性がある。しかし、

インフラは大規模で集約的な形でだけ

整備できるものであり、それには時間

がかかる。輸送用施設の開発および都

市構造調整には時間がかかるという性

質からして、住民の自動車への急速な

シフトに追従することは困難であり、

これがシステム間の深刻な不均衡と極

悪な渋滞状態をもたらすことになる。

個人用自動車による移動は、公共交通

機関に比べ移動量単位当たり、より多

くのスペースとインフラを使う傾向が

ある。ただし、この事象を一般化する

ことが妥当かどうかは一つの公共交通

機関がどのくらい旅客を運ぶかに大き

くかかっている、すなわち、満員のバ

スは乗用車より効率的にインフラを使

用するし、空っぽのバスは乗用車より

効率が低い。

道路ネットワークの渋滞は、それ自体

が移動の遅延と効率の悪い車の運転の

指標である。これほどはっきり見えな

いが、個人、家族や企業は移動中に失

われる時間を補い、予定より移動に時

間がかかる可能性に対して保険を掛け

るように活動を調整するので、おそら

く、交通渋滞は慢性的経済不効率の原

因となっている。あるレベルまでの混

雑なら経済的に効率がよい。しかし、

すべての混雑を除去するためにインフ

ラを建設するのは解決にならない。そ

のコスト（経済的ならびに環境的）は、

移動者が享受できるどのような新たな

利得をもはるかに上回るものとなって

しまうことであろう。

渋滞は利用可能な道路の容量と、それ

をある時間帯に使おうとする交通量と

のミスマッチから生じる。このミスマ

ッチはほとんどの場合、われわれ（地

域社会）が自分たちの活動レベルを昼

夜を通してもっと一様にスケジュール

することができない（または、したく

ない）ことから生じている。言葉を変

えれば、渋滞は多くの場合、不適当な

道路容量というよりは、むしろピーク

の問題としてよく特徴付けられる。

比較的単純な経済学の｢外部効果｣の考

え方が渋滞問題の基本となる。移動の

ピーク時間中に道路ネットワークに入

った個別の移動者は、移動をすること

の決定が他の利用者全員に課したコス

トの全部は支払わない。支払い価格が

限界コストに等しくないので、需要が

供給を超え、渋滞はその結果である。

経済学者は、もし個々の自動車運転者

に、その人がピーク期間中に道路を使

うという決定をしたことで他の人に負

担を与えた｢全コスト｣を請求すること

さえできたならば、渋滞を｢解決する｣

ことはできただろうと随分前から論じ

てきた。最近まで、この混雑時の課金

の理論的特質についての議論はほとん

ど学術上のものであった、というのは、

交通を停止させないでそのような料金

を徴収するのは不可能だからである。

しかしながら、動いている車から混雑

ベースの通行料を徴収することを可能

にする技術の進展に伴って、この議論

は学術の場から政治の場へと移されて

いる。混雑時の課金企画の実施コスト

に関する検討は別として、この発想は、

車運転の外部コストが、実際にはいか

に大きなものであるか、また、現在、

自動車運転者が支払っているガソリン

税や登録料金が、特にヨーロッパや日
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本のような場所で、これらのコストに

足りているのかどうかについての、も

っと広範囲の議論にも巻き込まれるこ

とになった。

｢従来型｣の排出ガス

輸送用車輌は、地方、都市および地域

全体の大気汚染の主な汚染源である。

輸送車輌から排出された物質でこの汚

染に寄与している物質には、二酸化硫

黄（SO2）、鉛、一酸化炭素（CO）、揮

発性有機化合物（VOCs）、粒子状物質、

および窒素酸化物（NOx）がある。こ

れらの物質は、温室効果ガスと区別す

るために、共に輸送に関わる｢従来型｣

排気ガスといわれている。ただし、一

部重複している（右の囲み記事参照）。

個人用自動車による移動は、公共交通

形態に比べて移動･距離当り、より多く

の排出量を発生させる傾向があるが

（表3）、しかし、これではあまりにも一

般的に過ぎてどの特定の地域の状況に

も役立つ説明とは思えない。車輌の積

載率平均、関係する車輌群の使用年数

と保守レベル等々を含めて、他の多く

の要素が関係してくるのは明白である。

スパーク点火式（すなわちガソリン動

力式）エンジンからの排出ガスを削減

するための技術は、1960年代後期に

米国と日本で最初に導入された。ヨー

ロッパが約10年遅れて同様な規則を設

定しこれに続いた。車輌の燃料システ

ムから排出される排気ガスおよびVOCs

などの揮発性排出ガスに対する基準は

次第に厳格化されてきて、この傾向を

継続する計画となっている。最も厳し

く規制されている地域での新車輌の排

気ガスは、従来の規制基準より90％か

ら98％低く設定されている。世界の他

地域でも、若干の時間差はあるがこの

ステップバイステップの法規制取組み

に近づいている。

圧縮着火式（すなわちディーゼル式）

エンジン動力車輌（トラック、道路外

建設車輌、鉄道機関車および水上船舶

を含む）の排出ガスは、今までガソリ

ンエンジン車輌の排出ガスに比べて緩

めに規制されていた。この理由の一つ

は、排気ガス処理技術（NOxに対する

触媒、粒子状物質の捕捉）が広範囲に

使用できるほど充分に開発されていな

いからである。この双方の技術とも進

展しつつあり、NOxおよび粒子状物質

の排出を現行レベルより大幅に削減

（処理前レベルに対し約3分の1）する

計画が設定されている。

連続燃焼エンジン（大部分が航空機の

ガスタービン）動力の輸送機器の排出

ガス成分は主としてNOxである。航空

機の排出ガスは、オゾンの周辺大気中

濃度の削減問題を悪化させる主要な

NOxの局所的発生源となる可能性があ

る。ガスタービンからのNOx排出は、

これらのエンジン燃焼室を改良するこ

とによりある程度制御されるようにな

った。今後さらに削減できる可能性が

高い。

さらに効果的な削減技術の採用（一般

的に、より厳格化された政府の排出基

準への対応）が、車輌当りの排出ガス

比率を大幅に削減させることになろう。

ただし、このことがそのまま輸送機器

関連排出ガス全体の削減につながるわ

けではない。例えば、米国の小･中型自

動車種の排出ガスは、規制が課される

前と比べてCOについては約30％から

40％、HCについては約50％低いだけ

である。NOxにいたっては、それより

もさらに削減量が低い。これは車輌数

とその使用の増加、排気ガス制御シス

テムの改善を帳消しにする走行距離の

増加、および車輌の老朽化、故障、機

能不全や自己改造によるこの車種のご
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表3　ロンドンでの輸送形態別排出比率、1997年（旅客輸送量（人･km）当りグラム） 

 
個人用自動車 

4輪 2輪 タクシー バス 地下鉄 
大都市区域  

出所：London Transport Buses (1999) 
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オゾン ― 複合汚染
｢カクテル｣

読者は、われわれが地表面（地表

大気）オゾンを、農村部、都市部

および地域全体の大気汚染の原因

となる排気ガス･リストから外し

たことを意外に思われるかもしれ

ない。その理由は、オゾンは排出

ガスでなく、日光がVOCsおよび

NOxに作用して形成される複合

｢カクテル｣だからである。オゾン

は、これら二つの物質を制御する

ことによって制御されるが、この

二つの排出ガスのどちらをより大

きく制御すべきかは地域によって

異なる。ある地域ではVOCsが制

御すべき因子であり、他の地域で

はそれがNOxとなる。これらの汚

染物質の一つが真の制御因子であ

るにもかかわらず、他の一方を

｢過剰制御｣すると実際にはオゾン

形成を増大させてしまうことがあ

る。



く一部の車からの高い排出ガス量によ

るものである。（厳格な排出ガス規制を

施行している世界の多くの地域での調

査では、全体車輌からの排出ガスの約

半分が5％から10％の高い排出量の車

輌によるものであることが示されてい

る。）さらに、車輌群の買い替え期間は

一般的に10年よりも長く、新車輌に対

する厳格化された基準の全面的な効果

発揮を遅らせている。

ほとんどの先進国では、車輌当り排出

ガスの減少率は、対応する交通量の増

加と車輌の数の伸びによる影響を補う

のに十分となってきた。その結果、輸

送機器関連排出ガスの全体減少につい

て合理的に中期的な見通しを立てるこ

とができる。しかしながら、途上国で

はその逆がほんとのところである。モ

ータリゼーションの速さ、最新の車輌

汚染物質制御装置採用の遅れ（一部は、

燃料品質とその分配システムを向上す

る必要があるという理由によるが）、な

らびに、車輌買い替えの遅さが、全体

の車輌関連排出量の増加につながって

いる。

温室効果ガスの排出

先に説明した汚染物質は、一般的には、

地方、都市部や地域内での問題と考え

られる。他のもう一つのタイプの排出

物質は地球規模で影響する。二酸化炭

素（CO2）は化石燃料の燃焼で産生さ

れる。都市部や農村部で見られる典型

的濃度では、判明している健康上の影

響はない。CO2は、地球を温暖にして

いる温室効果に寄与する大気化学物質

の一つなので、｢温室効果ガス｣と呼ば

れている。

輸送による他の排出ガスのある種のも

の（メタン、亜酸化窒素（N2O）、およ

び車輌用エアコン冷媒）もまた温室効

果ガスである。これらのガスは、その

大気中濃度ははるかに低いが、気候変

動に対しては、濃度単位当りでCO2よ

り大幅に高い影響力をもっている。車

輌はメタンおよびN2Oについては規模

の小さい発生源である。車輌用エアコ

ンの使用剤（最近までCFCであった－

現在は南北極のオゾン｢ホール｣の一因

となっているので禁止されている）の

漏出およびその交換剤も、温室効果ガ

スとして重大である。CFCは多分未だ

に放出されていると見られるが、現在

その使用はモントリオール議定書によ

り禁止されている。CFCの代替となっ

た車両エアコンのHFCは大気中での存

続期間は短いが、それでも地球の温度

バランスに対してある程度の影響を与

える。

二酸化炭素とメタンの大気中濃度は、

工業化時代がはじまって以来、大きく

増加してきている。最近になって、特

にここ10年、地球の全般的な温暖化傾

向が見られている。この温暖化傾向に

対するこれらの温室効果ガスの責任の

程度についてはいくつかの異論はある

が、IPCC第１作業グループは最近、

｢人間活動由来の硫酸エアロゾルおよび

自然要因（火山および太陽放射照度）

によって、不確かさが残るが、人間活

動由来の温室効果ガスによるここ50年

にわたる温暖化が認識し得る。｣

（IPCC 2001、P.10）と結論付けて

いる。
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分野別CO2排出

国際エネルギー機関（IEA）が世

界の分野別CO2排出量の世界全体

および国別見積を提示している。

図5は、燃料消費によるCO2排出

量に関するIEAの最新報告書に含

まれたデータから作成したもの

で、分野別排出割合を示している。

このうちの輸送分野に帰する

26％は次の副分野に分類される。

道路輸送（旅客および物品の双方）

―16.9%、その他の国内輸送

（鉄道、航空機および内陸水路に

よる旅客と物品の輸送）― 6.1%、

国際航空輸送－1.4%、国際海上

輸送―1.7%。

｢エネルギー生産｣として識別され

ている分野には、以下が含まれる。

汎用電力および熱（蒸気）の生産

の割合－32.0%、大部分自家用

として使う企業によるエネルギー

生産（主として電力と熱）―

4.3%、他のエネルギー産業が生

産するエネルギー生産― 5.4%。

製造業および建設業による燃料の

直接燃焼の割合はCO2排出量の

19.0%、住居用の燃料の直接燃

焼（大部分が室内暖房）の割合は

7.6%、商用およびその他の分野

の割合は5.7%となっている。

（製造業および建設業、住居用、

商業およびその他の分野で使う電

力と熱の生産によるCO2の排出

は、エネルギー生産分野に帰属す

る。）

出所：IEA（2000a）

エネルギー生産 
41%

商業およびその他 
6%

製造業および建設業 
19%

輸送 
26%

住居用 
8%

図5　燃料燃焼による世界規模での 
　　　分野別CO2排出割合－1998年 

出所：IEA（2000a） 



われわれの良識は、輸送を含め、人類

の活動を通してCO2が大気に加えられ

ていく量を低減することを要求してい

るとの国際的合意が広まっている。輸

送活動は、人間が産み出した世界全体

のCO2の約28%を占めると見積もられ

ており、このシエアは増加してきてい

る（IEA 2000b）。

CO2の発生量は、動力源が化石燃料で

あればエネルギー消費量に相伴ってい

る。動力が他の源泉から発生される場

合には（例えば、水力発電や原子力）、

CO2の発生量はわずかである。現在の

ところ、このようなクリーン動力をど

んな規模であれ使うことのできる輸送

機関の唯一の形態は、水力や原子力エ

ネルギーを使って大量の電力を生産し

ているスイス、ノルウェーおよびフラ

ンスのような国々における公共交通機

関だけである。これらの車輌（地下鉄、

市電および電気バス）は架線や電気を

流す三番目のレールから電力を引き込

んでいる。

ロンドンにおけるデータ（表3）は、個

人用自動車（とタクシー）は旅客輸送

量（人･km）当り比較的多量のCO2を

発生させることを示している。タクシ

ーは、通常わずか1人か2人の旅客を運

搬し、新しい客を求めたり、また待機

場所に戻るため相当な距離を巡行する

ことがあるので、タクシーの数値は特

に高い。ロンドンのバスの低い数値は、

ロンドン･システムのバスの比較的高い

乗客積載率を反映している。米国での

バス１台の平均乗客数は9人程度にすぎ

ず、旅客輸送量（人･km）当りのCO2

排出量はいくらか高くなるであろう。

交通騒音

乗用車とトラックは多くの都市の騒音

公害の主要発生源である。先進国の大

部分では1970年代から車輌の騒音規

制が施行されてきた。エンジンと排気

システムの技術開発によってこれらの

車輌はかなり静かになった。例えば、

最新型の大型トラックに対するEUでの

騒音許容レベルは、1970年の一般的

乗用車に対するものとだいたい同じで

ある。それにもかかわらず、エンジン

を動力とする輸送機器から発生する騒

音は都市住民の健康と生活の質に大き

な影響を与えている。騒音は、しばし

ば都市部での主たる迷惑要因として挙

げられ、交通騒音はその最悪の加害者

となっている（あるドイツでの調査で

は、道路交通騒音によって人口の65％

が悪影響を受け、そのうち25%は深刻

な影響を受けていると報告されてい

る）。その一つの現れとして、住宅資産

の価格は、騒音を発生する幹線道路、

自動車道路や鉄道線路の近くでは相当

に低くなっている。

典型的な米国の都市住宅近辺では55dB

から70dBのレベルである。85dBを超

える騒音に連続して曝されると聴力を

失う。学童に対する最近のオーストリ

アの調査では、低レベルであるが毎日

連続する地域交通騒音は、児童のスト

レス原因となり、血圧、心拍およびス

トレス・ホルモン・レベルを上昇させ

る可能性があることが判明した。この

調査は、米国および欧州の研究者によ

り行なわれた、典型的な周辺地域騒音

が聴覚以外の健康に及ぼす影響につい

ての初めての大規模な調査であった。

車輌エンジンおよび排気パイプの他に

も、今日の車輌による、特に自動車道

路での運転中に発生する騒音の多くに、

空気を切っての車の移動およびタイヤ

の道路との接触からくるものがある。

前者は空気力学的車体設計で軽減する

ことができる（これは同時に燃料効率

を改善し排気ガスを減少させる）。後者

は、タイヤの溝の設計や道路舗装表面

組成の改善によって低減できる（これ

は同時に道路の効果的な水はけに寄与

し、それにより事故のリスクを低減す

る）。騒音防止壁も、近辺の諸活動への

車騒音の影響を最小化する。

航空機はもう一つの主要な騒音発生源

である。大きな空港では、一般に年間

何十万回もの航空機の離着陸を行なっ

ている。これら航空機のほとんどがジ

ェット機である。先進国のほとんどで

は、航空機エンジン騒音規制のいっそ

うの厳格化と、場合によってはそれと

深夜飛行禁止を組み合わせて、ほとん

どの大型空港での騒音被曝量の削減に

成功している（図6参照）。しかしなが

ら、この状況は途上国の実際の姿とは

異なる。多くの場合、先進国の騒音基

準に合わなくなった航空機が途上国の

運行会社に売られ、騒音の存在を続け

ているのだ。

陸地、水中および生態系への影響

道路、橋梁、空港、港湾、およびそれ

を使用する輸送機器は、自然生物種の

棲息地および生態系に深刻な影響を与

える。先進国の交通インフラは規模と

程度において巨大である。例えば、米

国の道路ネットワークは、農業地帯や

野生地を横切る何万kmもの軽快に移動

できる道路（舗装および無舗装）、住宅

地街路の集中したネットワークと都市

と郊外区域の間の動脈道路、および、

何百kmも途切れなく延長され、走行量

密度の高い自動車道路から成り立って

いる。この広大なシステムは、多くの

環境への攪乱の源となっている。その

中のあるものは建設中に起こったもの

であり、あるものは使用中に起こった

ものである。それらの例として、土壌

表面物質の流失、地域の水文学的変動、

生息生物の分断および侵入種の導入と

繁殖がある。

自動車道路およびその他の輸送施設

（ターミナル等）は、建設され使われ始

めると、近辺の水流や地域の水文系の

質に影響を及ぼしつづける。これらは、

交通車輌や保守の要員が遺棄した落下

物や、側面傾斜の侵食および建設資材

の劣化による結果として、沈殿物や汚

染物質の慢性的発生源となる。落下物

は、近くの池や他の地表水への直接放

出を通して、排水システムを通して、

また地下水流へのしみ込みを通して分

水界に浸透して行く。道路上の塩類の

公共水道や個人の井戸への流入は大き

な問題である。また輸送システムの物

理的地形改造も深刻な影響を与える。

水流を妨げ、流れと排水ネットワーク

の場所が移されて、小川は経路変更さ

れ、湿原は埋め立てられる。

これらの自動車道路システムによる影

響と同様に、他の分野の輸送システム

による影響もある。水上輸送機関は、

水文系に対し、いくつか固有の攪乱を

与える。商用水路は経路を広げ、深め
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るために浚渫され、低部の堆積物と汚

染物質をかき混ぜる。水上輸送機関は

困った外来種の導入路であることが知

られている。有害資材の水上輸送機関

がこれら危険貨物放出の原因となるこ

とがあり、水はもとより陸上や空気汚

染の原因となる。

道路に起因する生態系および生物への

攪乱は、道路がある土地や攪乱した生

物がいるところからはるか遠くにまで

及ぶ。例えば、交通騒音、振動および

照射光により生じた攪乱は、ある距離

まで広がり、子育てや生殖のような動

物に不可欠な行動を混乱させる。また

道路は、土地を小さな部分に区切って

しまい、生物を分断し野生生物に不可

欠な行動を妨害する。道路と道路の間

の土地片が小さくなりすぎれば、生物

は、生存し、弾力的な個体数を維持す

るために必要な資源を手に入れること

ができなくなるであろう。

大気汚染もまた生態系の作用に大きな

影響を与える。輸送機器の排出ガスは

生物体内に蓄積して、生態系システム

の機能と生物学的構造に対し長期に続

く影響を与える。オゾンは広範囲の山

や森の生態系に悪影響を与える可能性

がある。NOxの排出は、酸性雨、およ

び地表と水中生態系の生物的変化の原

因として疑われている富栄養化をもた

らす。

都市部の外でこのような排出ガスが生

態系に及ぼす長期的影響についてはあ

まり知られていない。輸送車輌からの

すべての排気ガス、および広大な輸送

インフラ･システムとその使用による生

物と自然プロセスの分断が、地域的お

よび国家的規模で生物多様性および生

態系機能の漸進的衰退につながって行

くという懸念が増大している。気候変

動もまた生態系システムの多様性と安

定性に影響する可能性が高い。

地域社会の分断

このことを計量化するのは困難である

が、都市部輸送システムの個人用自動

車増大への方向は、地域社会生活の質

に追加的影響を与える可能性がある。

多くの都市部自動車道路が、すでに確

立されている地域社会の中央部を貫通

して（多くの場合、政治的力が弱くて

整備計画反対に成功しなかった地域社

会を貫通して）建設され、その結果、

その地域社会は分割され、分離された

二つの間に物理的障壁が構築されてい

る。

もっと一般的な話であるが、個人用車

輌が圧倒的な地域社会では、住民の間

で役立つ情報を偶発的にやり取りする

機会がかなり少なくなる、というのは、

家を出る時にすでに車の中で孤立して

いるからである。このことが共同体と

しての意識と社会的つながりを喪失さ

せる可能性がある。

「障壁効果」は自動車道路に限ったこと

ではない。鉄道線路も地域社会を分断

する、地上での交差を避けるため高架

にされた場合は特にそうである。地域

社会は、たとえ通過貨物列車の増加が

自動車道路を通るトラックの減少を意

味するものであるとしても、そういっ

た通過貨物列車の増加を招く恐れのあ

る処置（線路の併合や新線の建設のよ

うな）には反対してきた。
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輸送に関わる事故

幹線道路や一般道路での衝突による生

命、傷害や苦痛の多さは、特に、犠牲

者がはるかに少ないことでよく知られ

ている常態的危害リスクの低い他の輸

送手段と比べると、驚くべきものであ

る。西欧では、1990年代の初めの年

56,000人から減ってはきたが、

1990年代の末には約42,000人が毎

年路上事故で亡くなっている。米国で

は路上事故で亡くなる人の数は、毎年

40,000人から45,000人の間で推移

している。この二つの地域をあわせて

平均すると、約6分毎に１人が路上事故

で死亡していることになる。いくつか

の国では、路上事故が、15才から30

才までの年代の死亡原因の第一になっ

ている。一般的に、死亡者数に対し、

路上事故で重傷を被った人の数は10倍

多く、軽傷を被った人の数は65倍多い。

途上国の都市部での死亡率は急速に増

加しており、モータリゼーションの実

数レベルの低さから見ると、すでに憂

慮すべき高率となっている。

路上事故の犠牲者には運転者と同乗者

ばかりでなく、歩行者や自転車運転者

が含まれている。先進国ではこれらの

人の割合は全路上事故死亡者のおおよ

そ10％から15％となっている。途上

国での歩行者と自転車運転者の状況は

さらに悪く、路上事故死亡者数の中で

不均衡に大きな割合を占めている。

再生不可能な炭素ベース・エネルギー

の使用

どんな輸送機器もエネルギーを必要と

する。そのエネルギー（世界中の陸、

海および空で人や物を輸送するための

エネルギー）を供給するために、毎日、

全世界60億の人口の１人につき平均1

リッターを超える石油が消費されてい

る。工業国では、すべての用途に使わ

れる石油の半分を超える量が輸送のた

めに消費されている。途上国ではこれ

が2分の1よりは少ないが増え続けてお

り、ここ10年以内に少なくとも半分を

占めるようになると予測されている。

輸送は大量の石油を必要とするばかり

ではなく、石油以外のエネルギーをほ

とんど必要としない。現在、石油から

派生した燃料は輸送に使われるすべて

のエネルギーの96％を占めている。こ

れまでのところこの割合が減少する兆

しはいっさいない（IEA 2000b）。他

の輸送エネルギー資源（石炭、天然ガ

ス、アルコール、電力）は特定の場所

や時間ではかなり使われるが、全体か

ら見ればわずかなものである。

したがって、予測されるモビリティ需

要の増大は、輸送用石油への需要の増

大につながることになる。「主流となっ

ている」予測では25年後から30年後

の消費レベルを現在のレベルの2倍と見

積もっている（IEA 2000b、EIA/US

DOE 2001）。このことは持続可能性

の議論を呼び起こす。すなわち、石油

の量は今は巨大だが究極的には限界が

あり、その生産者は、輸送のため増え

続ける石油への需要をいつまで満たす

ことができるのだろうか？どのくらい

の価格で？石油供給の調達可能性に関

連して、判明している世界の従来タイ

プ石油埋蔵量の65％が中東に位置して

いるという事実があり（BP 2000）、

世界の他の国々が、政治的に不安定な

地域にこのように深く依存しているこ

とについての懸念がある。

さらに急を要する持続可能性の問題は

燃料の調達可能性でなく、燃料が従来

型の石油、重油または天然ガスの何れ

から作られているかの如何を問わず、

燃料の生産･製造および使用から発生す

るCO2の排出である。石油系の燃料か

ら、製造および使用の過程でもっと少

ないCO2しか排出しない他の燃料に切

り換えれば、輸送燃料の使用で排出さ

れるCO2を軽減できよう。このことが、

バイオマス（生物由来物）から造られ

るエタノールやメタノールのような燃

料、およびCO2を排出しない第一次エ

ネルギー源から発生した水素や電力の

ような燃料に対する最近の関心の高さ

の背景にある推進力である。輸送エネ

ルギーの持続可能性への道は、このよ

うな選択肢を探求することでしかない。

現在のところ、このような代替燃料の

商業化に対しては多くの経済的、技術

的またその他の障壁があるが、今後の

努力によってこれら障壁の多くを低減

することができよう。

輸送関連の固形廃棄物

輸送車輌、特に乗用車と小・中型自動

車は、鉄鋼、鉄、アルミニウム、ガラ

スやプラスチックのような材料のユー

ザ－である。これらの材料の再利用の

程度は世界の地域によって大きく異な

る。例えば、米国ではすべての登録廃

止自動車の鉄系材料の95％が再処理さ

れ、これはリサイクルに回された車輌

重量の少なくとも75％にあたる。この

高い割合は鉄鋼小型ミル産業の力とそ

の産品に対する整備された市場がある

ことによるものである。他の国々では

この割合はもっと低い。中古車の相当

部分数が、ヨーロッパ（北アフリカと

東欧へ）や日本（東南アジアへ）から

外国に出荷されている。このことは、

これら地域での鉄鋼産業の違い、およ

びリサイクルと廃棄物処理の技術の違

いによるものである。
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まず、報告書全体の主要点を簡潔に要

約する。

モビリティ需要、技術およびエネルギ

ー利用のパターン

異なる地域の「典型的」な住民が移動

のために充ててきた、平均的な時間と、

所得に対する平均的な費用の割合は、

過去50年にわたり意外なほど安定して

いる（図7）。１人が１日当り移動する

距離はだいたい安定的に増加する一方

で、この移動を行なうために費やす時

間は１日当り約1時間から1.5時間弱の

範囲である。注目すべき一つの例外

（日本）を除いて、先進国の平均的市民

が個人移動に使う費用は、可処分所得

に対して11％から16％の間である。

この平均移動距離の増加は、より速く

より柔軟性のある旅客輸送形態、特に

自動車と航空機により可能となったも

のである。

輸送技術の進歩は旅客および貨物輸送

の実績と生産性を大幅に向上させてき

た。外部から電力を供給されて動く電

車を除き、すべての動力付輸送機器は

何らかの形で燃焼エンジンを動力とし

ている。われわれは、様々な種類の燃

焼エンジン、それらが運転される時に

排出される物質、そしてこれらの物質

mobility 2001
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を制御または排除するため行なわれて

いる努力について述べる。材料の改善

もまたこれら輸送生産性の向上に寄与

してきた。これらの材料と、そのリサ

イクル性を向上させるための努力につ

いても述べる。最後に、われわれは、

現在基本的にすべての輸送機器の動力

に使われている石油ベース燃料の特質

について述べ、これらの燃料へのほと

んど全面依存に近い状態からの移行見

通しについて論じる。われわれは、こ

の移行が、他のある人たちが予測して

いるよりもずっと困難で、相当な時間

がかかる可能性があると結論付けたい。

われわれはまた輸送技術（動力源およ

び車輌の双方）が引き続き改善され続

けていることを認めるものである。い

くつかの傾向、例えば、乗用車および

小型トラック向けのより効率的なディ

ーゼル・エンジンの市場シェアの増加

や、限定量ではあるがハイブリッド電

気自動車の生産販売は、小・中型自動

車のエネルギー効率の著しい進展を期

待させている。自動車産業、航空機産

業およびその部品供給者による、こう

いった努力や、より高性能・より効率

的な輸送機器の探求と開発のための他

の面での努力も、将来のさらなる進歩

の可能性を示している。

先進国の都市部における人のモビリティ

先進国は一般に、高い所得、高い都市

化レベル、高いモビリティ、および高

齢化し安定化した人口構成で特徴付け

られる。（ここでの「先進国」とは、メ

キシコと韓国を除くOECD加盟国をさ

す。）また乗用車やその他の小・中型自

動車が高い割合で所有され、使用され

ていることでも特徴付けられる。実際、

極少数の例外（東京が一番顕著な例外）

を除いて、先進国の大都市では、動力

による人のモビリティは圧倒的に自動

車に依存している（図8）。

この非常に高レベルの自動車モビリテ

ィは、ほとんどの都市圏での人口密度

の低下を可能にしてきたが、それが従

来の公共交通機関を弱体化させ、さら

にそれが個人用自動車の増加に拍車を

かけて、いろいろな事情で自動車を利

用できない人々に不利益を与えてきた。

こうした自動車への依存により、これ

らの車輌や同じ都市圏ヘ貨物を運ぶト

ラックから出る排出物が、先進国を通

して多くの都市を苦しめる大気汚染の

主な原因となっている。現在、先進国

の自動車から排出される二酸化炭素が

輸送関連の温室効果ガスの過半を占め

ている、ただし、この状況は途上国で

モータリゼーションが急速に伸びるに

つれて変わりつつある。このはなはだ

多くの車輌は、道路を渋滞させ、また

乗員だけでなく歩行者など多数の死傷

者を招くことに至っている。
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出所：Schafer（2000）に基き更新されたデータベース 
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われわれは持続可能性に対するこれら

の課題に対処するために進行中の努力

について述べる。エンジン技術と燃料

の改善は数々の汚染物質の台当り排出

量削減に役立ってきたが、車輌の数と

利用の増加がこれらの削減をかなりの

程度帳消しにしてきた。車関連の事故

の割合は多くの国々で低下し、構造的

改善とシートベルトなどの使用により

乗員の「生存率」は向上してきた。こ

れらは前向きな進展である。マイナス

方向としては、ほとんどの先進国の都

市化された地域での渋滞はさらに悪化

しているように見える。新しい輸送イ

ンフラの建設努力は、拡大した道路容

量に対応して生じた需要や、多くの都

市部インフラ･プロジェクトの設置場所

に対する地域社会の抵抗の波にのまれ

てしまっている。渋滞緩和の有望な手

段である「高度交通システム」はまだ

実現していない。自動車関連の温室効

果ガス排出は、いくつかの国ではその

上昇率が低下してきていることはあっ

ても、技術的な進展が車輌使用の増加

に追いつけずに増えつづけている。ま

た、主要道路における個人用自動車の

潮流を、運転者を従来型の公共交通機

関に呼び戻すことによって巻き返そう

という努力のおおかたは失敗している。

公共交通機関の乗客数は多くの都市で

増加してきているが、しかし都市の旅

客輸送量全体におけるシェアは増加し

てはいない。要約すれば、先進国の都

市部での人のモビリティを持続可能な

ものにするには、まだ多くの課題が残

っているということである。

開発途上国における人のモビリティ

途上国は、現在は低いが一般的に上昇

しつつある所得と、急速に増大しまた

比較的若い層で構成される人口で特徴

付けられる。途上国での最も重要な現

象は、その多くの国々で起こっている、

非常に急速な都市化である。｢巨大都

市｣(大きな密集都市地域、場合によって

は数千万人の人々が含まれている)が、

途上国に、特にアジアとラテンアメリ

カに生まれつつある。これら数千万の

人々が職場や学校に通い、買い物に行

かねばならないのである。これらの

人々が生産する物品をその工場から運

び出し、消費する物品を店舗へと運ば

なければならないのである。またこれ

らの人々が出す廃棄物を収集し処理し

なければならないのである。これらす

べてのことに輸送機関が必要である。

車輌数（自転車から自動二輪車、乗用

車、トラックおよびバスを含む）は、

こういった多くの都市地域の人口より

もさらに速く増加している。しかしな

がら、このような場所での移動の大部

分はまだ徒歩であり（図9）、歩行者通

行と非動力車輌・動力付車輌との混在

が、ひどい渋滞と非常に高い事故発生

率をもたらしている。途上国の都市交

通関連死傷者は非常に多く、特に貧困

層に多い。動力付車輌は、これらの都

市の大気の質を極めて劣悪で、不健康

にする可能性のある汚染物質を排出し

ている（表4）。これらの車輌のほとん

どは、排気ガス制御装置を備えていな

いか、備えていても多くの場合保守が

充分でない。先進国の都市部に比べて、

途上国の車輌関連大気汚染は明らかに

悪化しつつある。輸送関連の温室効果

ガスについても同様である。もし現在

の傾向が10年も続けば、途上国の温室

効果ガス排出量の合計量は先進国の合

計量を超えることになろう。

このような状況を考えれば、われわれ

が、途上国における人のモビリティは

多くの地域で劣悪であり、かっては改

善されてきていた多くの地域でも劣化

しつつある、と結論付けても驚くには

あたらない。
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図8　輸送機関利用の指標、1990年 
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表4　抜粋した途上国の都市における自動車の大気汚染への寄与率 
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移動形態の割合 

図9　途上国の抜粋した都市における移動形態の割合 
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都市間移動の傾向

先進国の都市間および大陸間の旅客移

動は、途上国に比べてはるかに多い。

しかし、先進国においても、都市間お

よび大陸間の旅客移動が全移動回数に

占める割合は極めてわずかである（た

だし、旅客輸送量（人・km）ではいく

らか割合が大きくなる）。先進国では主

な都市間移動形態は個人用自動車、鉄

道（高速鉄道が増えている）および民

間航空機である。途上国で使われてい

るのはバス、従来型鉄道、ならびに、

比率は少ないが急速に伸びている航空

便である。この項では、鉄道と航空に

焦点を当てることにする。

旅客鉄道交通はいくつかの国、特に日

本、中国、インド、EU諸国およびロシ

アでは重要である（図10）。多くの旅

客鉄道システム（インド、中国および

ロシアを特に銘記）の保守状態は劣悪

で、車輌は旧式化している。これらの

国々で都市化が進むにつれ、都市間旅

客鉄道は、他の輸送形態との競争の激

化にさらされやすい。他の地域の旅客

鉄道システム（日本、EUの多く、およ

び小規模ではあるが北米）は、道路車

輌とはそれほどでもないが、航空路線

とは競争できるように改良されている。

これらの高速鉄道システムは、特に距

離が比較的短くて、航空サービスが相

対的に劣る場合には、ある程度の成功

を収めている。

実際のところ、今までに明らかになっ

てきたように、航空輸送が直面してい

る問題を考えれば、今後何年かの間に、

鉄道の競争力は相当に強化されていく

ことになるかもしれない。航空輸送は

非常な速さで伸びてきており、一般に

今後数十年はそれが続くと予測されて

いる。しかし、航空輸送は大きな持続

可能性の課題に直面している。一番重

要でありながら一番理解されていない

のが、その温室効果ガス排出の重大性

である。現在のところ、航空輸送は、

輸送関連炭素排出量の8～12％を占め

ている（UN 2000、IPCC 1999）。

だが、これらの排出物は、地球温暖化

可能性に関しては、もっと大きな責任

割合となることが理解されるようにな

ってきている。その理由は、発生場所

が地表面でなく、大気圏の上層部だか

らである。このことは、その影響度が

ほぼ倍加することになると信じられて

いる。そればかりでなく、航空移動量

の予測増加率を考えれば、航空機関連

の温室効果ガス排出の重要性は、ここ

何年かの間にさらにその重みを増して

行くことになろう。

航空輸送が直面する持続可能性のもう

一つの課題は、急速に激化する空港と

航空路の混雑である。航空機騒音削減

に重要な進展があったにもかかわらず、

空港は依然として騒々しい施設である。

空港はまた、空港を使用する航空機、

ならびに、そのサービスをするための

車輌や、旅客が空港を行き来する車輌

から発生する、従来タイプの汚染物質

の主要発生源でもある。既存の空港の

拡張や、新空港のための敷地を見つけ

ることは非常に困難になっている（図

11）。
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36空港： 
どのプロジェクトも中止や 

無期延期になっていない 
75％ 

12空港： 
少なくとも一つのプロジェクトが 

中止、または無期延期 
25％ 

図11　環境問題により中止、または無期延期となった 
 空港拡張プロジェクト 

出所：GAO（2000） 
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中国 
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日本 
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図10　旅客鉄道交通の位置付けは？ 

出所：Schafer（1998）に基づく更新データベース。 
世界銀行（2001b）、EU15カ国は都市内交通も含む。日本ITPS（1999）。 
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貨物のモビリティ

貨物のモビリティは現代社会にとって

絶対不可欠なものである。大量の物品

を遠距離まで、非常に安いコストで輸

送する能力によって、都市が存在する

ことができ、農民がその作物の市場を

見出すことができ、企業は地域の特性

を生かした製造の優位性を活用し、消

費者が手頃な価格でおびただしい種類

の商品を手に入れることができるので

ある。貨物モビリティの重要性は、長

距離の物品輸送に限ったことではない。

都市圏内や地域間（100～500km）

での効率的な貨物の輸送は競争力のカ

ギである。

貨物輸送に関しても持続可能性に関す

るいくつかの重要な懸念がある。その

一つは使うエネルギーの量である。多

くの貨物輸送は比較的エネルギー効率

が良いが、移動する貨物のおびただし

い量を考えると、世界の貨物輸送シス

テムに必要なエネルギー全体量は非常

に大きなものとなる。現在、輸送エネ

ルギー全体の43％が貨物輸送に使われ

ていると見積もられている（UN

2000、p.5）。貨物を輸送している車

輌は、従来タイプの汚染物質や温室効

果ガスの排出に大きく寄与しており、

また交通渋滞、騒音および交通事故に

も寄与している。貨物取扱い施設は、

特に都市内やその近郊において多くの

土地使用者である。先進国の乗用車と

同様に、貨物運搬用車輌、特にトラッ

クの排気ガス特性は改善されてきてい

る。しかし、汚染の少ない鉄道からよ

り汚染の多いトラックへの貨物のシフ

トが続いており、こういった改善を帳

消しにしている（図12）。トラック交

通による輸送量の増加傾向は、また、

トラックのエネルギー効率改善効果

（必要エネルギー量削減やトラック関連

温室効果ガス排出の削減）も帳消しに

している。小荷物移動に対する航空貨

物便使用の増加は、航空輸送システム

のエネルギー利用（とその温室効果ガ

ス排出）を増大させる傾向にある。

20世紀末のモビリティ ― その診断と

将来の見通し

先進国について

先進国の大多数の人々にとって、人の

モビリティは最高レベルになっている

が、そのモビリティ（および一般にア

クセス可能性）は、年齢、所得および

場所によって大きく違っている。貨物

モビリティの高いレベルによって、先

進国の住民には、かってない程の商品

やサービスの選択幅が提供されている。

小・中型自動車は、北米ばかりでなく

ヨーロッパや先進アジアでは人のモビ

リティの主役になっている。1人当りの

小・中型自動車の数、およびこれらの

車輌の1人当り年間使用量は増加し続け

ている。

先進国では都市圏に住む人の割合は高

く、ゆっくりとではあるが増加してい

る。1975年には先進国における都市

化のレベルは70％であった。2000年

までにこれは75％を超えており、

2030年には85％に達すると見積もら

れている（UN 2001）。同時に、ほと

んどの先進国の都市内部およびその周

辺の人口密度は低下している。表1に、

ヨーロッパ、北米、日本およびオース
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図12　抜粋した国々における道路貨物輸送割合の傾向（1970年と1990年代前半） 
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出所：US DOT、BTS（1997a）、pp.250-51 
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トラリアの15主要都市圏の人口密度推

移のデータを、平方km当りの人口で示

している。1960年から1990年まで

の30年間で、これら都市圏のすべてで

人口密度は低下した。七つの都市圏

（アムステルダム、コペンハーゲン、フ

ランクフルト、ハンブルグ、ロンドン、

パリおよびワシントン）では30％以上

の人口密度低下が起こっている。都市

が大きくなる一方で、人口密度が低下

するという対比傾向は、以下の二つの

関連した原因に直接に起因している。

すなわち、自動車の普及とその使用増

加、ならびに、自動車利用者住民のた

めに造られ、彼らに依存する都市郊外

地の成長の二つである。

郊外地および低人口密度の都市圏は、

「大量の人々が利用する」移動区間数を

減少させるので、「従来型」の公共交通

機関に不利な影響を与える。公共交通

機関の利便性が低下する結果、低所得

や年齢のために自動車を利用できない

人々が不利益を被る。

道路建設は交通量の増加に追いつかな

い。実際のところ、追いつけるのか、

また追いつくべきなのかという深刻な

疑問さえある。渋滞は、直接その影響

を被っている人が思う程にはひどくな

いのかも知れないが、どんな測り方を

してみても、ひどくなっている。いく

つかの主要都市地域では、渋滞はもは

やいわゆる通勤ピーク時間だけのもの

でなく、１日の大半にまで及んでいる。

先進国における交通のうち途方もなく

高い割合（96%）が石油ベースの燃料

に頼っている。先進国の輸送エネルギ

ー需要は世界の総輸送エネルギー需要

の65%を占めている。

多くの先進国において、人の健康に悪

影響のある車輌関連の汚染物質排出は

落着いて来ており、減少しつつある。

公共政策施行（主に、燃料の技術向上

に支えられた車輌排気ガス基準の厳格

化）が、車･走行距離当り排出物の大き

な削減を可能にして来た。車の買い替

えが遅く車の使用は増加しているため

に、実際の市場における排出物削減量

は、技術向上により可能とされる想定

量よりも少ない。

これに対して、地球温暖化の原因とな

る汚染物質の輸送関連の排出量は、実

質的にすべての先進国で増加しつつあ

る。エネルギー効率改善は、車輌数の

増加、車種構成の変化および車輌使用

の増加に追いつけないでいる。

航空輸送は先進国全体で（特に北米で）

急速に増加している。積載係数（搭乗

率）は向上しているが、商業運行に使

われている航空機の平均サイズは、少

なくとも過去10年間は小さくなってき

ている。航空輸送の増加と併せ、機体

小型化の拡大がエネルギー効率面の技

術改善を帳消しにしている。航空輸送

に費やされるエネルギーは、航空輸送

以外の燃料使用の伸びよりも相当に高

い増加率で伸びてきており、この傾向

は続くと予測されている。米国エネル

ギー情報局によれば、先進国の航空輸

送における燃料消費は、今後20年ほど

は道路輸送に比べて2倍の率で伸びると

のことである（年3.0%対年1.5%）。

航空輸送の大気汚染に対する影響度は

驚くほど高く、さらに大きくなりつつ

ある。空港はその地域の「従来型」汚

染物質の主要発生源となっており、こ

れは航空機エンジンのアイドリングだ

けでなく、旅客の地上交通、および空

港運営を支える貨物搭載用、燃料補給

用および保守用車輌からも発生してい

る。これに加えて、航空機は、二酸化

炭素を含めた多様な物質を排出し、こ

れらの物質が高い高度で排出されるた

め地球温暖化への影響度を著しく拡大

する。

いまや航空輸送は先進国の都市間輸送

の最重要手段となっているが、空港お

よび航空路双方の許容量の制約が、特

に西ヨーロッパの「中心部」と米国の

シカゴ ― ボストン ― ワシントンで形

成される三角地帯で、運航遅延の増加

をもたらし始めている。それでも、空

港の混雑、新滑走路や新空港建設の困

難性、ならびに航空移動からもたらさ

れる大気汚染といった、航空輸送の前

に立ちはだかる難題はどちらかといえ

ば軽視されている。航空機騒音の低減

を達成することには相当な注目が払わ

れている。技術の向上によって新しい

航空機はより静かなものとなり、場合

によっては、旧型航空機の騒音レベル

を低減するための改造も行なわれてき

た。

いくつかの市場では、高速鉄道が飛行

機と自動車交通の市場を侵食しつつあ

る。これは、特に日本とヨーロッパの

高密度で比較的短い輸送距離の都市間

移動市場で好まれ、この双方の地域で

は高速鉄道路線と列車がさらに建造さ

れている。米国でも高速鉄道に対する

関心が高まっているが、この関心の高

まりが実際の高速列車システムの建設

につながるかどうか、また米国都市間

輸送パターンに違いが出てくる程普及

するかどうか判断するのは時期尚早で

ある。

貨物輸送システムは、先進国内で、ま

た途上国・先進国間で、ますます大量

の物品を運搬している。特に国際およ

び国内長距離貨物輸送において、コン

テナ･システムが従来の「混載」システ

ムに置き換わっている。陸上で長距離

の貨物輸送をするために最も効率的な

方法は、大容積、大重量運搬用の鉄道

である。しかしながらこのようなシス

テムは北米の他にはあまり一般化して

おらず、その結果、先進国ではますま

す多くの貨物がトラック輸送になって

きている。

先進国での貨物輸送システムは、その

輸送エネルギー消費の大きな割合を占

め、さらに大きくなりつつある。海上

輸送を除いて、貨物輸送エネルギー需

要は1995年には先進国輸送エネルギ

ー全体の26%を構成していた。これが

2020年までには30%近くになると予

測されている。

貨物輸送と旅客輸送システムの間に、

既存インフラ（幹線道路と鉄道の双方）

の利用に対する競合、また、インフラ

を建設したり改造したりするための財

源確保のための競合が起こっている。
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先進国の持続可能性採点表

図13は、先に定義した持続可能性の指

標にそって、先進国の状況を示したも

のである。これらの指標に重要度ラン

クは付けていない。このそれぞれの項

目について、われわれが先進国全体と

して判断した現状レベルを色で識別し

た。先進国の中でもほかよりはっきり

と良いレベルにある地域もあるが、そ

の差はつけなかった。またこの図には

それぞれの指標についての方向性をも

示している。

開発途上国について

途上国の市民のほとんどは、劣悪で、

且つ／または、劣化しつつあるモビリ

ティ状態に苦しんでいる。問題の中心

は、途上国の諸都市が非常に急速に肥

大化し、モータリゼーション化されつ

つあることである。これら諸都市には

新しいインフラを建設したり、新しい

モビリティ技術に対応する時間も資金

もなかった。これらの都市は、不充分

な数で保守の劣悪な道路や鉄道状況に

ありながら、概してそれらの問題を解

決するための資金も制度的な活力もな

しに、あまりにも多くの人を住まわせ

輸送している。

1950年には、都市部には世界人口の

30%を下回る人口しか住んでいなかっ

た。2005年までには、この割合は

50%となり、その増加のほとんどが途

上国で生じることになろう。1,000万

の人口を超える「巨大都市」は、いま

や途上国の特質を定義するものとなり

つつある。2000年には19の巨大都市

のうち15が途上国にあった。2015年

までには23の巨大都市のうちの18が

途上国に存在することになろう（UN

2001）。

途上国の都市内およびその周辺の人口

密度の動向は、先進国におけるほど明

白でない。アジアの6つの大都市圏（香

港、ジャカルタ、クアラルンプール、

マニラ、シンガポールおよびスラバヤ）

のうち三つ（香港、クアラルンプール

およびマニラ）は、ここ30年間に着実

に人口密度の低下を示している。残り

三つのうちの二つ（ジャカルタとスラ

バヤ）は1980年～1990年の期間で

低下している。シンガポールだけが

1980年～1990年の間で増加してい

るが、それでも1990年の人口密度は

1960年および1970年のレベルより

は低い（デモグラフィア2001）。

多くの途上国でのモータリゼーション

率（1000人当りの車輌数で測った率）

は、まだ先進国と比較すると低いもの

の、急速に伸びている。このモータリ

ゼーション率は1950年代と1960年

代のヨーロッパに典型的なレベルで、

伸び率も似たようなものである。

途上国の過半数の人々は自動車を買う

ゆとりがなく、公共交通機関がまだこ

の人たちの動力によるモビリティの主

な手段となっている。不幸なことに、

公共交通機関は、乗用車やトラックと

スペース獲得を争いながら、増加する

需要に追いつき、そのサービス水準を

維持しようと苦闘している。急速に拡

大する個人用自動車、様々な種類の

「公式」あるいは「非公式」の公共交通

車輌、および貨物運搬トラックによる

混雑が、途上国の多くの都市で交通渋

滞を引き起こしている。低所得の住民

を都市の物理的周縁部に押しやる土地

利用および家屋配置パターンと相まっ

て、貧しい人々の方が交通混雑による

影響を受けている。さらに、混雑、劣

悪な運転慣行、および不適切な交通制

御によって、モビリティを見つけ出す

ことが危険な作業となっている。よっ

て途上国の多くの都市で、交通事故及

びその犠牲者が深刻な公衆安全問題と

なっている。

先進国の状況とは対照的に、人々の健

康問題に寄与する汚染物質の排出は途

上国では増大している。これら汚染物

質の大気中レベルは、先進国都市のレ

ベルを（しばしば数倍ほど）上回って

いる。自動車の急激な増加と買い替え

回転の遅さ、品質の悪い燃料、進んだ

排気ガス制御技術採用の遅れ、および、

劣悪な車輌保守、これらすべてが環境

問題に寄与している。

輸送サービスは、途上国の石油使用を

急速に加速させている。途上国の輸送

へのエネルギー消費合計は、1990年

の１日700万バレル（石油換算）から

1999年には１日当り1,100万バレル

へと増加している。これが2015年に

は１日当り3,300万バレルに達すると

予測されている。このことは、世界全

体の輸送エネルギー使用に対する途上

国のシェアは1990年の33％から

1999年には34％に上昇したことを意

味し、2015年には44％に達すると予

測されていることを意味する（EIA

2001）。1 途上国における輸送関連温

室効果ガスの排出量は、その全体排出

量に対するシェアとしては、さらに速

い速度で拡大している。

途上国の輸送インフラは不適切であり、

保守不足のため悪化している。例えば、

中国は約百万kmの道路インフラを持っ

ているが、そのほとんどは2レーンで、

自転車とトラクターのために標識線で

区切られた側道がある。このうち、先

進国で今まで使われてきた意味での

「幹線道路」とみなせるのは約

6,000kmだけである。中国の鉄道はそ

の路線距離は長いが、そのレベルは南

北戦争時代の米国のものと同じくらい

のものに匹敵する（Alberts他、1997

年）。

道路、橋梁および鉄道の建設と保守は、

モビリティ需要の拡大に圧倒されてい

る。途上国では航空輸送への需要が最

も増大すると予測されているが、この

増大を支える空港建設はまだまだ遅れ

ている。広範囲にわたる鉄道ネットワ

ークを持つ少数の国（主に中国、イン

ド、およびロシア）を除いて、途上国

の貨物輸送システムはトラックに大き

く依存している。しかし、これら各国

の老朽化した鉄道ネットワークは、多

くの場合その国に現在必要な貨物輸送

に対してあまり大きな役割を果してい

ない。

22

mobility 2001 — an overview



mobility 2001

23

図13　先進国の持続可能性採点表 
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図14　途上国の持続可能性採点表 
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発展途上国の持続可能性採点表

図14は、先に提案した持続可能性指標

に沿って、開発途上世界の現状レベル、

およびその傾向がどうかを示したもの

である。

持続可能なモビリティを達成するため

の主要課題

個人用の小・中型自動車に関して

先進国では、ほとんどの都市地域と、

特にその郊外周辺部において、人のモ

ビリティは主に個人用の小・中型自動

車に依存している。先進国における持

続可能なモビリティに対する一つの重

要な（多分、唯一の重要な）課題は、

なんとかして自動車ベースのシステム

の望ましい特質を保持しながら、その

持続不可能な特質を低減（望ましくは

排除）することである。この持続不可

能な特質とは次のようなものである：

• 生活に不可欠な面（すなわち仕事、

学校、医療機関、店舗、友人およ

び親戚）へのアクセスを確保する

ことのできない社会の一部のグル

ープ（特に貧困層と高齢層）に対

する自動車モビリティのマイナス

の影響。

貧困層の場合は雇用機会にアクセ

スできないことが特に重要であ

る。この課題に応えるためには、

おそらく、都市の人口密度が低下

するにつれて衰退しつつある「従

来型」の公共交通機関の競争力を

逆転させるか、もしくは、（この

方が可能性が高いが）新しくもっ

と適切な「非従来型」の公共交通

機関を代替として開発することが

必要となろう。

• 小・中型自動車の種々の環境およ

び生態系問題への影響。

これには、地球の気候変動に寄与

している排出物質から、局所的・

地域的な人々の健康問題に責任の

ある汚染物質の排出や、水汚染や

生物種の絶滅のような他の環境お

よび生態系問題に対する影響まで

が含まれている。

これらの問題のうち最も難しい問

題は地球気候の変動と思われる。

個々の自動車のエネルギー効率を

改善して行くことは確かに可能で

あるが、先進国の小・中型自動車

群からの温室効果ガス排出削減を

大幅かつ永続的に達成するために

は、究極的には炭素ベース燃料か

らの脱却が必要となろう。

• 交通事故での乗員と歩行者の死傷

に対する自動車の大きな寄与。

交通事故件数当りの死亡率はほと

んどすべての先進国では低下（あ

る国では急速に低下）してはいる

が、先進国の人口高齢化が、小・

中型自動車の事故とそれによる死

亡を今後増加させることになろ

う。高齢の運転者、同乗者および

歩行者に対する特別な要求につい

て、もっと多くの注意を向けねば

ならないことになろう。

• 先進国の多くの都市圏における交

通渋滞に対する自動車の寄与。

幹線道路インフラをさらに上手く

設計し、拡張し、よりよく保守す

る必要はあるが、「交通渋滞の起

こらない程の道路建設」などでき

るものではない。車輌の方がもっ

と効率的に道路を使っていかねば

ならぬことになろう。このことは、

運転者にもっと役立つ情報を提供

し、一定の道路スペースでもっと

多くの車輌が安全に走行できるよ

うな、高度道路交通システムの普

及を意味するのかもしれない。ま

たこのことは、混雑時の課金や、

他の方法でのインフラ使用代金徴

収の普及を意味することともなろ

う。

途上国での小・中型自動車に関する持

続可能性の課題は、その種類と大きさ

双方において先進国のものとは異なる。

これらの課題は、一般に、多くの途上

国で起こっているモータリゼーション

の速さから派生してきているものであ

る。

• 途上国ではモータリゼーションに

よって都市化と郊外化の両方が進

行している。この傾向は貧困層と

これらの国で成長しつつある中産

階級との間の格差を拡大させてお

り、中産階級はその所得の伸びに

よって職場やアメニティへのより

良いアクセスを獲得しているので

ある。先進国と同様に、モータリ

ゼーションと郊外化によって「従

来型」公共交通機関の存続は危う

くなっていて、「非従来型」の公

共交通機関が先進国以上に芽生え

始めている。しかしながら、途上

国における貧困層やそれほど富裕

でない層の公共交通機関への依存

度の大きさを考えれば、公共交通

の競争力喪失が、世界のこの部分

においてはより大きな負担となっ

ていることを意味する。ほとんど

の途上国における人口の年齢構成

は若年層が大きな割合を占め、先

進国のものとはまったく違ってい

るが、貧困層と高齢者層の絶対数

の大きさは、アクセス可能性の低

下が途上国の都市生活の上にさら

に大きな負担を課す可能性が高い

ことを意味している。貧しくかつ

老いている人々は特に困難な状況

に置かれることになる。

• 小・中型自動車の持続可能性に対

する環境上の諸課題は、先進国と

は順序が異なる。多くの先進国の

状況とは対照に、途上国では小・

中型自動車からの「従来型」汚染

物質の排出が（場所によっては急

速に）増加している。多くの途上

国の都市では、汚染物質濃度、す

なわちオゾン、亜硫酸ガス、窒素

酸化物、粒子状物質、また鉛さえ

もその濃度が上昇しつつあるので

ある。増加する小・中型自動車お

よびその他の商用車を収容するた

めの道路建設は、途上国において

は先進国以上に、水汚染や生物種

の絶滅に寄与している可能性があ

る。途上国の車輌の合計数は先進

国の数より少ないので、途上国の

小・中型自動車から排出される温

室効果ガスの量は、今のところ先

進国ほど大きくはない。しかし、

車輌の急速な増加が今後も続くと

すれば、この姿が大きく様変わり

することが予期される。途上国に

おける輸送機関からの炭素排出量
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（大部分が小・中型自動車からの

炭素排出を反映したものである）

は、大体2015年頃までには先進

国の輸送機関による炭素排出量と

等しくなると予測されている

（EIA 2001, p.185）。途上国の

小・中型自動車のエネルギー使用

効率の先進国からの遅れの程度に

よっては、これらの排出量の逆転

はもっと早い時期に起こる可能性

がある。

• 交通事故と死亡者のレベルは相当

数にのぼり、多くの場所では上昇

傾向である。乗員拘束システムが

車輌に備えられているものもある

が、その多くは使われていない。

車輌自体も先進国の車輌よりも耐

衝突性が弱い。道路沿いの障害物

はどこにでもあり、多くのものは

衝突した時の緩衝性が低い。歩行

者と自転車が特に危険にさらされ

ており、車、バスやトラックと道

路を共用しなければならない場合

に、特にリスクが大きい。

• 渋滞のひどさは、多くの途上国、

特にラテンアメリカと開発途上の

アジアでは、もうよく知られた話

になっている。幹線道路インフラ

の不足は深刻であり、存在する幹

線道路インフラの劣悪な保守状態

が渋滞問題の原因となっている。

高度交通システムのコストは多分

ほとんどの途上国にとって手の届

かぬものなので、この渋滞対策手

段は、ここではさほど役に立つも

のとはならないだろう。しかし、

混雑時の課金の仕組みは、途上国

で広く採用されることになるかも

しれない。

旅客鉄道システムに関して

いくつかのシステム、特にヨーロッパ

と日本における新しいタイプのより高

速なシステムがますます多くの旅客を

引き付けてはいるが、旅客鉄道システ

ムの経済的持続可能性には相変わらず

重大な懸念が残っている。鉄道システ

ムの社会的利益が、その収入対コスト

の赤字を部分的（あるいは全面的）に

補うものであるという言い分もあるが、

これは未解決の問題である。いずれに

せよ、世界中の旅客鉄道システムは一

般的に相当な赤字を出しており、それ

を支援する政府予算を費消している。

• 充分に支援されていれば、旅客鉄

道システムは、他の都市間旅客輸

送手段よりもはるかに少ない、旅

客輸送量（人・km）当りの「従

来型」汚染物質と温室効果ガスし

か排出しないが、必ずしも環境に

やさしいものではない。動力が電

気であってもその電力が水力や原

子力以外の方法で発電されていれ

ば、その旅客鉄道システムには温

室効果ガス排出にいくばくかの責

任がある。すべての鉄道システム

はまた、窒素酸化物、硫黄酸化物

および粒子状物質を発生させてい

るのである。また、鉄道軌道の建

設は、道路や空港の建設と同様に、

生物種の絶滅を招いたり、水汚染

を引き起こしたりすることがあ

る｡

• 鉄道の駅は通常都市中央部に所在

するので、その軌道が地下に埋設

されていなければ、騒音の主要発

生源になったり、地域社会を物理

的に分断したりすることがある。

さらに、鉄道の発着駅は多数の人

を収容する必要があり、しばしば

近辺の深刻な交通渋滞の原因とな

ることがある。鉄道の駅は、多く

の場合地下鉄のような既存公共交

通システムと連絡しているが、こ

のような既存公共交通システムの

競争力の衰退は、これらのシステ

ムが、鉄道利用見込み客を上手く

鉄道に結びつけるよう機能できな

くなることを意味している｡

• 新しい鉄道経路や駅を建設するこ

とはそれ自体が大きな課題であ

る。これらのシステムは、鉄道用

地として、自動車専用高速道路と

大体同じ位の土地を必要とする。

高速鉄道システムの場合には、高

速道路よりも経路設定の柔軟性が

少なくなる（大きな勾配や急カー

ブは許容できないから）。電力化

する場合、上部の架線やその支柱

は地域社会から景観を損なうもの

と見られ、そしてそのスピードと

相対的には静かな運転音が、通過

する地域社会に安全懸念を呼び起

こす。

• 新規の旅客専用鉄道軌道が建設で

きない場合、旅客列車は貨物列車

と軌道を共用しなければならな

い。鉄道による貨物輸送の割合が

非常に小さないくつかの国では、

このことが大きな問題となること

はない。しかし、旅客列車が専ら

軌道を使用するなら、これらの国

が、貨物輸送を道路から鉄道へ切

り替えられる範囲を厳しく制限し

てしまう。米国のような国々では、

貨物鉄道、都市間旅客鉄道、およ

び通勤鉄道の間での調整が、すで

に重大な問題となっており、問題

はますます大きくなりつつある。
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航空輸送に関して

この輸送形態は成功しすぎてかえって

苦闘している。先進国では、多くの空

港がすでにその収容能力を超えており、

運航遅延が増加している。航空管制シ

ステムはひどい過負荷状態にあって、

ある地域では、古臭く、生産性を損な

うような管轄区域上の取決めに苦しん

でいる。既存空港の拡張および新空港

建設に対する反対運動は、航空輸送シ

ステム能力の拡大がまったくの難事ら

しいことを意味している。途上国では

このような問題はもっと先のものであ

る。途上国では航空輸送の利用は現在

のところ非常に低いレベルだが、今後

急速に伸びると予測されている。航空

輸送の伸びは多くの途上国政府および

その国民から好意的に見られており、

先進国に比べ、空港用地確保はさほど

問題にならないようだ。

• 航空輸送の持続可能性に対する環

境上の課題は、この輸送形態の伸

びの速さと本来的に低いエネルギ

ー効率に関わるものである。現在、

航空輸送は輸送エネルギー消費量

全体の約11％を占める。2015

年までには、これが13％に上昇

すると予測されている。この消費

レベルだけでも航空輸送が、温室

効果ガスの主要発生源であるとみ

なしてもよいだろう。しかしそれ

だけでなく、航空機が高い高度で

汚染物質を排出するために、航空

輸送の地球気候変動に対する寄与

度合は、そのエネルギー消費割合

を大きく超えるものであることが

理解されてきている。航空機につ

いては自動車よりも、非炭素ベー

ス燃料への移行の実現性は低い。

• 先進国に相当数ある大型空港は、

窒素酸化物のような汚染物質の主

要発生源である。これらの排気ガ

スは、航空機が発生させるばかり

でなく、空港にいる多数のサービ

ス用車輌、および旅客を空港に送

迎する小・中型自動車、バスも発

生させている。

• 空港はまた騒音と交通混雑の重要

な原因でもある。航空機が離着陸

する際に発生する騒音は、近年特

に先進国において大幅に低減され

てきているが、航空機の運行回数

が急速に増加してきて、せっかく

の努力も多くが帳消しになってい

る。地上交通混雑に関しては、何

千万人もの旅客が、しばしば小・

中型自動車に1人乗りで空港に来

場するので、これらの施設はひど

い交通渋滞の中核となっている。

動力付車輌による貨物輸送について

トラックは貨物輸送において最も大き

な役割を担っており、地域内での貨物

配送においては常に、動力付車輌によ

る主要な運搬手段となってきた。比較

的最近になるまで（少なくとも先進国

では）、都市間の貨物輸送におけるトラ

ックの役割は、鉄道路線に次ぎ二番目

に位置していた。だが、先進国では過

去50年間にわたり、トラックが都市間

貨物輸送における鉄道のシェアを侵食

してきた。途上国では内陸部から都市

や港にますます多くの貨物を移動する

ようになってきたが、これら大量の物

品を運んでいるのはトラックである。

• トラックはいくつかの環境問題を

もたらす。第一に、大部分のトラ

ックは圧縮着火型の（すなわちデ

ィーゼル）エンジンを動力として

いる。このエンジンは、スパーク

点火型の（すなわちガソリンまた

は天然ガス）エンジンに比べて燃

料効率が良いが、ガソリン・エン

ジンや天然ガス・エンジンのトラ

ックよりも多くの窒素酸化物、硫

黄酸化物および粒子状物質を排出

する。しかし、こういったディー

ゼル以外のエンジンは、都市間長

距離貨物運送用の大型トラックに

は使用できない。ディーゼルの排

出物質は、燃焼技術の改善、粒子

状物質捕捉装置および低硫黄ディ

ーゼル燃料の組み合わせによっ

て、先進国では低減されてきてい

る。だが、ディーゼル・トラック

の乗り換え期間は小・中型自動車

よりももっと長い。今道路を走っ

ているディーゼル・エンジンのト

ラックの大方は数年の車歴があ

り、最新・最先端技術の同型車に

比べてはるかに多くの汚染物質を

排出する。それに加えて、これら

の既存ディーゼル・トラックは特

にその保守がなおざりにされる傾

向があるように見え、そのせいで

排気ガス性能を大きく劣化させて

いる。老朽化したディーゼル・エ

ンジンと進んだディーゼル・エン

ジンとの間の排気ガス性能のギャ

ップは、とりわけ途上国の都市で

問題として取上げられている。そ

こではトラックはより老朽化して

おり、保守は甘く、大気汚染に対

する寄与率は大きい。

• 貨物を運ぶトラックの数だけで

も、これら車輌が温室効果ガスの

主要排出源であることを意味して

いる。トラックは世界の輸送関連

炭素排出量全体の約30％を占め

ると見積もられており、この割合

は2020年までには33％に上昇

すると予測されている。

• トラックは、特に都市圏において

主な騒音発生源である。劣悪な保

守状態がトラック騒音問題の主な

要因であり、制動時に排気ブレー

キを多用するようなある種の運転

慣行も同罪である。

• トラックはまた都市交通渋滞の主

原因でもある。いくつかの都市圏

では、特定の時間帯または特定の

日にトラックの都市街路への進入

を禁止することによってこの問題

に対処しようと試みてきた。この

処置はトラックに関わる混雑を緩

和することには役立つかも知れな

いが、一方では企業が商品をタイ

ムリーに配送する能力に深刻な影

響を与える。これを補うためには

余分の在庫を置かねばならず、輸

送しなければならない貨物の全体

量が増加することになってしま

う。

• いくつかの地域、特に主要都市間

の重要「回廊」では、多くのトラ

ックが幹線道路を占拠し、乗用車

の走行を制限してしまうことがあ

る。また、高速道路の密集したト
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ラック交通は安全上の懸念を産ん

でいる｡

• トラックはまたインフラの劣化に

寄与する可能性が高い。道路が高

い軸荷重に耐えるように造られて

いない場合、トラック交通は、誇

張でなく本当に、道路や橋梁に打

撃を与え、粉々にしてしまうかも

しれない。途上国では、道路イン

フラの多くが劣悪な建設と保守状

態であり、大量のトラック通行が

特に被害を与える可能性が高い。

内陸水路での貨物輸送について

この輸送形態は非常にエネルギー効率

が良いが、場所によっては引き船や自

己推進型はしけからのディーゼル排気

ガスが大きな問題となることがある。

• この形態の貨物輸送の持続可能性

に対する最も大きな課題は、これ

らが使用しているインフラの建設

と保守に関わるものである。水路

のダムせき止め、閘門や運河の建

設、およびはしけ交通のための水

路浚渫は、特にこれらの活動が水

汚染および湿原に及ぼす影響の故

に、大きな議論を呼び起こしてい

る。二つの異なった目的のための

水放流のあり方についての競合が

激しくなる可能性がある；すなわ

ち、河川水路をはしけが確実に航

行できるようにするため、ならび

に、下流（場合によっては上流も

含めて）の生態系の必要性を満た

すため、という2つの目的である。

持続可能なモビリティを達成するため

の七つの「大いなる挑戦」

われわれはこれらの輸送形態固有の、

また地域固有の諸課題を、七つの「大

いなる挑戦」に分類するのが便利と考

える：

• 我々の交通システムが経済発展に

おいて不可欠の役割を果たし続け

ること、および交通システムが提

供するモビリティを通して、本質

的な人類の要求を満たし、生活の

質を向上し続けることを確実にす

ること。

• 個人用自動車を、先進国および途

上国双方の人々が将来にわたり

様々な移動の形態において持つニ

ーズ/要件に適応させること。（乗

車定員数、性能、排出ガス特性、

燃料、原材料要件、所有形態など）

• 公共交通機関のコンセプトを再構

築すること　－　先進国および途

上国双方において、個人用自動車

を持たない人々に移動手段を提供

し、また、すでに個人用自動車を

利用する人々には妥当な代替手段

を提供する。

• モビリティのインフラを計画、開

発、管理していく社会のプロセス

を再構築すること。

• 運輸セクターの炭素排出量を抜本

的に削減すること。そのためには、

石油ベースの燃料からその他のエ

ネルギー源の組み合わせへと切り

替えることにより、輸送用燃料か

ら段階的に炭素を減らしていくこ

とが必要と思われる。

• 先進国および途上国の都市部にお

いて、資源とインフラの利用をめ

ぐる旅客輸送と貨物輸送との競合

を解決すること。

• 都市間輸送の混雑増加を懸念し、

人および貨物に関するモビリティ

の選択肢一覧を策定すること。

これらの七つの「大いなる挑戦」は必

ずしもそれぞれが独立したものではな

い。一つを満たせば他の課題を解決す

るための助力とすることができる。し

かしながら、これらを成就して、モビ

リティが持続可能であることを確実に

するための道は、非常に長い道程とな

ろう。

制度・機構の能力 － 全体に関わる課題

モビリティを持続可能にするための課

題についてのおおかたの議論は、もっ

ぱら技術が果たしてくれるであろう役

割に集中する傾向がある。われわれは、

エネルギー効率の高い「スーパー･カ

ー」、石油ベースでなく水素ベースの輸

送燃料システム、そして比較的少量の

エネルギーで人々を都市間で高速輸送

する磁力浮上列車を想像する。われわ

れは、運転している時にどのように渋

滞を避けるかを教えてくれたり、自分

が使っている個人用モビリティにかか

る社会全体のコストを自動的に徴収し

てくれるような情報通信技術に思いを

巡らす｡

このような技術的可能性がどのように

興味深く見えようとも、実際にはもっ

ともっとありふれたものが、モビリテ

ィ･システムの変化の速度と方向を決め

ることを歴史が示唆している。このあ

りふれたものとは制度・機構の能力で

ある。政治制度・機構は、助成金、法

規や競争相手からの保護策を通して、

どの交通形態が好ましいかを決定する。

また政治制度・機構は車輌の動力用と

して使われる燃料の種類とコストを決

める。政治制度・機構と社会制度・機

構は、交通インフラを建設できるかど

うか、どこに建設できるか、どの位の

期間がかかるか、また建設コストがい

くらか、について膨大な影響力を発揮

する。経済制度・機構（大企業を含む）

は、変化を督励するための先導的役割

を果すこともできれば、その足を引っ

張って変化を困難で費用のかさむもの

にすることもできる。

向こう30年を見れば、モビリティの将

来は、先進国および途上国双方の制

度・機構の能力についての重要な問題
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点にかかって来る可能性が高い。以下

の三つの項目が特にモビリティ･システ

ムの持続可能性に影響する可能性が高

いと思われる。

• 政府および民間セクターは、押し

寄せる世界規模のモビリティ需要

拡大を満たすために必要な交通イ

ンフラを建設し管理できるのであ

ろうか？

• 政策決定者および市民は、モビリ

ティに対する需要と、環境保護・

エネルギー保存・安全性への要求

との間でのトレードオフを効果的

に討議し、解決することができる

のだろうか？

• 諸国家は、お互いの交通関連法令

を適切に調和させることが出来る

のだろうか？ すなわち、一方で、

環境および安全上の目標が満たさ

れることを確実にし、他の一方で、

民間および公共運営体が、効果的、

効率的で市民ニーズへの対応性が

高いモビリティ能力を提供できる

ための法規則である。

現在作成中の世界銀行の「都市交通戦

略報告書」（世界銀行2001b）では、

都市交通と他の都市サービス分野とを

区分するいくつかの構造的特質を明ら

かにしている。大体においてこれらの

特質は都市以外の一般交通にも当ては

まる。

• インフラ整備についての意思決定

と、その運用についての意思決定

との乖離。

• 相互作用のある輸送形態どうしの

乖離。

• インフラ整備の資金調達とインフ

ラの使用料徴収との乖離。

これらの特質は、この「戦略報告書」

で交通の基本的パラドックスと記述さ

れていること、すなわち、不適切な資

金調達による供給に伴った過剰な需要、

につながるものである。これらの構造

的欠陥を処置する方法が見つかり、そ

れによってこのパラドックスが解決さ

れない限り、世界中の技術を集めても

交通を持続可能なものとすることはで

きまい。このパラドックスがある限り、

新しい技術が採用されることはなかろ

うし、仮に採用されても、意図された

利点の大半を帳消しにするような逆の

結果を生じさせるであろう。

先進国と途上国双方とも、制度・機構

の能力に関する重大な課題に直面して

いるが、それぞれの地域が面している

課題の性質はいくらか異なっている。

先進国

米国、欧州連合、日本および他の先進

国家では、モビリティへの関心は、混

み合った大都市区域で高度な交通イン

フラを供給し維持する方法、ならびに、

人口の少ない後背地にそれをさらに進

めていく方法にかかっているという可

能性がますます高まってきた。望まれ

ている新たな経済発展と、交通渋滞の

弊害や、環境的な理由による大衆の交

通インフラ･プロジェクトに対する反対

との間でバランスを取った決断をして

いかねばならないだろう。

制度・機構上の一つの重要な面は、こ

れらの要求に応えていく上での公共セ

クターおよび民間セクターの運営体の

相関的役割である。多くの国ではこの

関係に新しいやり方を選択しつつある。

例えば、公共体が保有する予定の新規

施設を設置する際に、民間企業が計画、

設計、建設およびプロジェクト運営の

上でより大きな役割を果すという傾向

があり、こういったケースでは、公共

事業機関に対し、競争に基づいた調達

プロセスを管理したり、契約を監督し

たりする新たな力量が求められる。民

間運営体が新規施設を保有する場合に

は、行政当局は、民間サービス供給が

提供できる財務上・効率上の利点を損

なうことなく、安全上の規制のために、

そして（また独占的または半独占的サ

ービスの場合には）価格規制のために、

効果的手段を開発しなければならない。

所有の形態がどうであれ、新しい資金

調達手法が出現する可能性が高い。重

要な論点の一つは、道路通行料徴収の

仕組みを、新しい施設建設資金や既存

施設の保守費用調達はもとより、例え

ば、渋滞緩和といった政策目標を達成

するために使ってよいかどうかという

ことである。

投資を保全・保護するため、また施設

が効率的に使えることを確実にするた

めの適切なインフラの保守は、一に制

度・機構の能力にかかっている。イン

フラ保守工事に手抜き傾向があること

が言われているが、これは、公共所有

者（保守工事内容の不透明さは予算配

分の出し惜しみを助長する）と、何ら

かの民間運営の形が取られている場合

には民間運営体とその、双方に対する

不適切なインセンティブの産物である。

また、制度・機構の能力は革新的モビ

リティ技術の採用率とその効果的実行

のスピードにも影響する。このことは、

高度交通システム普及の緩慢さと、米

国航空管制システムの進歩の遅さによ

く現れている。ヨーロッパでは、欧州

連合内の国境、および非連合国との境

界に沿った政治上の境界線からはみ出

たモビリティ問題の取り扱いに関して、

制度・機構の能力に対する大きな疑問

が持たれている｡

明らかに持続可能性に関わるもう一つ

の重要な論点は、低所得の人々にどの

ように交通サービスを提供するかとい

う、モビリティの公平性である。これ

は、現在のような大都市発達の状況、

移動パターンおよびライフ・スタイル

の下で、いよいよ適切なモビリティを

提供できなくなってきている公共交通

機関に依存している人々、それに、自

動車は所有しているが、道路スペース

割当てに課される使用料の増加をまか

なえない可能性のある人々の双方に関

するものである。モビリティは、市民

の権利であって、（おそらく巧妙な方法

による）公的助成を通してすべての人

に対してあるレベルまでは保証される

べきものであろうか？ それとも、他の

消費者商品のように、支払いの能力と

意思だけに従って配分すべきものであ

ろうか？

最後に述べるが決して軽んずべきでな

いこととして、持続可能性は、環境お
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よび安全法規に対する制度・機構の能

力から重大な影響を受ける。これにつ

いての重要な論点には、関連法規が民

間セクターの企業と公共規制当局の間

の相互関係を協力的な関係とみなして

いるのか、対抗関係とみなしているの

か、また、産業界だけに焦点を合わせ

たものか、それとも直接消費者（即ち、

投票者）をも対象とするのか、といっ

た必要法規のレベルの論点が含まれる。

国家の境界線を越えて、公的規則を調

和させることへの議論が産業界の中で

どんどん増えている。調和の欠如は、

特定の法規制手段に対する抵抗を増し、

自発的協力を減退させ、その遵守のた

めの効果比コストを増大させることに

なりやすい｡

開発途上国

途上国におけるモビリティ･システムの

すさまじい変化を取り扱うための制

度・機構（公共および民間領域双方に

ついて）を構築するのは、途方もなく

大きな挑戦課題となろう。急速なモー

タリゼーションと自動車の個人所有の

爆発的増加の見通しに直面している中

国やインドネシアのような国々では、

適切な道路インフラの不足が深刻な問

題を引き起こす。持続可能性がまさに

重大な問題となる。これらの国々はこ

の過程を効果的に管理していけるので

あろうか？ 政府はモータリゼーション

による経済発展の利点を望み、ますま

す多くの人々が自動車がもたらす個人

的自由を欲し、またそれを得られるよ

うになるであろう。しかし、麻痺状態

の渋滞、地域環境の劣化、および地球

気候変動への脅威を増す温室効果ガス

の高い排出率、という危険が大きく迫

ってきている。公共セクターにおける

制度・機構への課題には、これらへの

配慮をバランスさせる効果的な国家意

思決定、ならびに、地域的および大都

市圏レベルでの実行能力構築が含まれ

る。民間セクターでは、大型プロジェ

クトを運営監督する能力のある組織を

育てていく必要がある。

適正な資金確保がもう一つの重要な制

度・機構上の問題である。モビリティ

の他にも、諸事業への投資や教育、健

康を含め多くの優先課題が、限られた

民間開発資本および公共財源を得よう

と競い合っている。国際援助の利用は

途上国におけるモビリティ・ニーズの

全範囲をまかなうのに足りそうにない。

これらの資金問題は、新しい施設ばか

りでなく既存施設の保守にも影響する

ことになる。また、資金手当ての中で

目立つ額を占めるのは、低所得層に対

する公平なモビリティ機会を提供する

ための対処である。これらの市民の多

くが、公共交通機関サービスの劣悪な

地域に住んでおり、限られた選択肢と

して存在する公共交通機関のための運

賃すら持っていないことがある。

先進国がたどった技術的発展過程を一

足飛びに越える機会は、いくつかの途

上国にとって、これらの技術革新を採

用し実行する制度・機構の能力を十分

発展させることができれば、強みとな

る可能性がある。このことは交通機関

の技術と環境技術の双方について当て

はまる。

環境および安全法規制は途上国では揺

籃期にある。制度・機構の上からは、

能力だけでなく政治的意思の問題であ

る。このような状況の中で、法規制の

調和とは、先進諸国に現存する比較的

似通った各国の法規制体系を一致させ

るということばかりでなく、国際交渉

と国家レベルでの政治的意思決定を通

してそういった規制に対する基本的約

定を形成することである。

現行モビリティ･システムの持続可能性

についての考察

現行のモビリティ･システムの持続可能

性に対する課題のリストは相当長いも

のになってしまうが、このことをモビ

リティを持続可能にすることは不可能

だとの結論につなげるべきではない。

一度はほとんど手に負えないように見

えた問題が、世界のいくつかの地域で

は解決可能範囲に入ってきている。鉛

は、バッテリーへの使用を除いて先進

国の交通システムから実質的に姿を消

してしまっており、そのバッテリー鉛

も現在ほとんどの先進国では大部分が

リサイクルされている。窒素酸化物、

揮発性有機化合物、一酸化炭素、オゾ

ンや粒子状物質のような従来型汚染物

質の規制は、先進国では上手く軌道に

乗ってきている。さらに、先進国の市

民は、途上国でのこれら排出物をやが

ては制御を可能にするための技術の開

発コストに対する先行投資をすでに支

払っている。自動車輌に使われる材料

のリサイクルはすでにいくつかの地域

では高いレベルにあり、他の地域では

リサイクルを推進するためのプログラ

ムが設定されている。二酸化炭素のよ

うな交通関連の地球規模排出ガスの制

御はもっと大きな課題を投げかけてい

るが、車輌燃料効率を向上するための

有望な取組みが明らかになってきてい

る。特に急速にモータリゼーションが

進んでいる途上国では、交通渋滞の制

御は大きな問題である。これは地球規

模汚染物質の制御よりもさらに困難な

問題になる可能性があり、高度交通シ

ステムがあるいは何らかの救済を提供

してくれるかもしれない。モビリティ

利用の公平性改善もまた大きな問題で

ある。この問題がもっと大きな社会的、

経済的不平等問題と別に取り扱えるの

かどうかは、未解決の問題である。

この報告書は、これら複雑な問題を克

服していくのに役立つ可能性のある戦

略を提案しようとするものではない。

この報告書の課題は一つの評価であっ

て、処方箋を書くことではない。今世

紀の後半初頭までのある時期に、モビ

リティが持続可能になり、そうあり続

けることを可能にするための戦略を構

築するのは、「mobility 2001」に引き

続いて取り組む予定の「mobility

2030」での課題である。

注記

1. この数が1990年と1999年の間

でこれほど小さな変化しか示して

いない理由は、FSU/EEエネルギ

ー使用の3.3mmbdから

2.1mmbbへの低下による。実際

のところ、FSU/EEの2015年の

数は3.4mmbdで25年前から

0.1mmbd高いだけである。
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